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第２期びんご圏域ビジョン

１ ビジョン策定の趣旨

全国的に進行する人口減少や少子高齢化により，今後は地域社会の担い手等が減少し，ひいて
は単独の自治体で全ての行政サービスを担うことが困難になると予測されます。とりわけ，地方
では大都市圏への人口流出が止まらず，早急に対策を行わなければ自治体そのものの存続が危ぶ
まれる状況となっています。人口は都市の活力の源であることから，これらへの対応は喫緊の課
題です。

連携中枢都市圏構想は，こうした地方の人口減少に歯止めをかけるべく，地域経済の活性化を
始め，都市機能や住民サービスについて，産学金官民で連携・役割分担をして取り組むことで，
より一層効果的なものにしていくものです。本ビジョンは，福山市を連携中枢都市とする備後圏
域が，各地域の独自性や個性を生かす中で，一体的に発展していくための新たな成長戦略として策
定するものです。

２ 連携中枢都市圏の名称・構成自治体

（１）連携中枢都市圏の名称

備後圏域
（２）構成自治体

【広島県】三原市，尾道市，福山市（連携中枢都市） ，府中市，世羅町，神石高原町
【岡山県】笠岡市，井原市

３ 計画期間

2020年度（令和２年度）から2024年度（令和６年度）までの５年間

４ 推進体制

様々な取組をより効果的なものにするため，成果指標を設定し，効果検証をするなど，逐次改
善を図ります。

図表１-１ 推進体制のイメージ
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第１章 広域連携の推進

５ 備後圏域と構成市町の概要

備後圏域は，広島県三原市・尾道市・福山市（連携中枢都市）・府中市・世羅町・神石高原町と
岡山県笠岡市・井原市の６市２町で構成する，人口約 86 万人・面積約 2,509 ㎢の圏域です。圏域
南部の市町（三原市・尾道市・福山市・笠岡市）は瀬戸内海に臨み，圏域中部・北部の市町（府中
市・世羅町・神石高原町・井原市）は中国山地の美しい自然を後背に擁しています。
本圏域の特徴として，日常生活圏が広島県と岡山県の県境を越えて重なることや歴史的な背景

による地域の結び付きの強さがあります。本圏域の核となる福山市は，江戸時代の福山藩が基礎
で，明治の廃藩置県で福山県となり，その後，一部を岡山県地域に包含されながら，一度は全て
岡山県になりました。1876 年（明治９年）に現在の福山市，尾道市の一部，府中市，神石高原町
が広島県に移管され，現在に至ります。
さらに，1964 年（昭和 39 年）には，本圏域のうち世羅町と神石高原町を除く地域が備後地区

工業整備特別地域※１に指定され，瀬戸内海地域における中核的な工業拠点として発展し，工業生
産の増大や雇用の拡大など，顕著な成果をもたらしました。こうしたことから，経済活動でもつ
ながりが強い圏域となっています。
また，広島県の空の玄関口である広島空港のほか，国の重要港湾である福山港・尾道糸崎港が

あり，国際物流拠点を形成しています。東西方向には JR山陽新幹線・山陽本線や山陽自動車道・
一般国道２号といった基幹交通網が伸び，南北方向には JR福塩線や第三セクターの井原鉄道，一
般国道 182 号・184 号・313 号・317 号等が整備されており，関西と九州，四国と山陰を結ぶ交
通の結節点としても重要な役割を担っています。西瀬戸自動車道（瀬戸内しまなみ海道）と中国
横断自動車道尾道松江線（中国やまなみ街道）の開通により，圏域の日常生活圏・経済圏は，更
なるつながりと発展が期待されています。

図表１-２ 備後圏域の位置

※ １．備後地区工業整備特別地域：工業整備特別地域整備促進法によって指定された拠点開発地域。工業の立地条
件が優れ，かつ，工業が比較的開発され，投資効果も高いと認められた地域が指定を受け，開発に関連して
財政上の支援を受けることができた。
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図表1-1　備後圏域の位置



第２期びんご圏域ビジョン

福山市（連携中枢都市）

広島県東部で岡山県との県境に位置する人口約47万人の中核市で，鉄鋼業を中心に多種多様な
製造業が集積しており，多くの上場企業やオンリーワン・ナンバーワン企業を抱えるものづくり
に強いまちとして発展しています。JR山陽新幹線のぞみ号の停車や山陽自動車道，国の重要港湾
である福山港など，中国・四国地方の交通・物流機能の拠点でもあります。本圏域の玄関口であ
る福山駅前の再生を始め，圏域の一体的な発展をけん引する拠点機能の更なる強化に力を入れる
ほか，瀬戸内を代表する景勝地「鞆の浦」や2022年（令和４年）に築城400年を迎える「福山城」
等の歴史・文化資源も多く，多彩な地域資源を活用したまちづくりを進めています。

三原市

中国・四国地方のほぼ中心部に位置し，広島県の空の玄関口である広島空港やJR山陽新幹線，山
陽自動車道，重要港湾尾道糸崎港といった陸・海・空の総合的な交通の要衝であり，商工業都市
として発展しています。恵まれた漁場を有し，タコの産地でもあることから「タコのまち」とし
ても有名です。また，交通利便性の高い地理的特性を背景に企業進出が進むとともに，瀬戸内海
や歴史的街並み，豊かな食材等の魅力的な地域資源を生かした観光振興に力を入れるなど，国内
外の人・もの・情報が多彩に交流するまちづくりに取り組んでいます。

尾道市

平安時代の開港以来，中世・近世を通じて商都として発展し，多くの文人墨客の足跡が残る文
化薫るまちです。多島美が織り成す美しい景観や国の第１次ナショナルサイクルルートに指定さ
れたしまなみ海道サイクリングロード（西瀬戸自動車道（瀬戸内しまなみ海道））など，多彩な自
然・歴史・伝統に育まれ，国内外から観光客など多くの人々が訪れます。市制施行 120 周年・尾
道港開港 850 年といった都市として大きな節目を経る中で，中国横断自動車道尾道松江線（中国
やまなみ街道）等による瀬戸内の十字路の拠点性を生かし，歴史・文化を礎に，新たな時代に向
けたまちづくりに取り組んでいます。

府中市

律令時代には備後国府が置かれ，近世には石州街道の宿場町としても栄えた歴史ある古都です。
近代では，家具・機械金属・繊維等の製造業を中心に栄えてきた歴史と技術力が融和したまちと
して全国的に知られています。また，妊娠期から子育て期まで切れ目のない支援をワンストップ
で行う子育てステーションの設置や「こどもの国ポムポム」のリニューアルオープン，義務教育
学校の設置，小中一貫教育とコミュニティ・スクールの全市実施など，子育て・教育に先進的に
取り組んでいます。
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第１章 広域連携の推進

世羅町

古くには銀の道や高野山の米蔵として栄えた世羅台地を中心に，豊かな自然に囲まれたまちで
す。農産物の一大生産地で，広島県内の主要農業地域として重要な役割を担っています。観光農
園や農産物直売所が多く，６次産業化※２の先進地でもあります。また，フルーツロードや広島中
央フライトロード，中国横断自動車道尾道松江線（中国やまなみ街道）等により，社会的・経済
的に交通アクセスの利便性が高まっています。全国的に人気が高い道の駅もあります。豊かな自
然と，これらの強みを生かしたまちづくりに取り組んでいます。

神石高原町

のどかな里山や湖，渓谷など，豊かな自然に恵まれています。農業・畜産業を中心とした生産
機能やリゾート・レクリエーション機能を備えたまちで，積極的に都市部との交流を展開してい
ます。また，人口減少対策として，子育て支援や定住促進，企業誘致，起業・事業拡大支援等に力
を入れています。自治体はもとより，企業や教育機関，金融機関等の様々な主体と連携しながら
施策を展開し，持続可能なまちづくりを推進しています。

笠岡市

人口100万人の経済圏（福山市・倉敷市）の中間に位置している地勢的メリットを生かし，産業・交
通・文化の要衝として更なる発展をめざしています。一般国道２号バイパスの開通やスマートIC
の設置に取り組むなど，交通の利便性向上による産業振興・定住促進を推進しています。また，日本遺
産に認定されている笠岡諸島を始め，生きた化石と言われるカブトガニや岡山県内でも有数の畜
産業が盛んな国内２番目の広さを誇る農業用干拓地である笠岡湾干拓地，その干拓地内にある道
の駅等の地域資源を活用した観光振興にも力を入れて取り組んでいます。

井原市

古くから繊維産業が盛んなものづくりに強いまちです。井原デニムは，有名ブランドの生地と
して使用されるなど，世界で高い評価を得ており，国の地域団体商標にも登録され，付加価値の
向上に取り組んでいます。里山や田園等の美しい自然と温暖な気候に恵まれ，ぶどう，明治ごん
ぼう，美星の乳製品・肉加工品等の特産品も有名です。これらの地域資源を生かした活性化策に
取り組むとともに，住民，企業，団体等が希望や生きがいを持ち，喜びを感じられる人づくりに
重点を置いたまちづくりを進めています。

※ ２．６次産業化：第一次産業である農林漁業，第二次産業である製造業，第三次産業である小売業等の事業と
の総合的かつ一体的な推進を図り，農山漁村の豊かな地域資源を活用して新たな付加価値を生み出すこと。



第２期びんご圏域ビジョン

６ 連携市町から福山市への通勤・通学の状況

連携市町から福山市への通勤・通学割合について，府中市と笠岡市は20％を超える一方で，三
原市と世羅町は少ない状況です。また，2015年（平成27年）の連携市町から福山市への通勤・通
学者数は，2010年（平成22年）より増加していますが，神石高原町と笠岡市は減少しています。

図表１-３ 連携市町から福山市への通勤・通学状況
（単位：人，％） （単位：人）

市町名

①
常住する
就業者・
通学者

② ③
福山市へ
の通勤・
通学者

④
通勤・通学
割合

⑤
年 平成

年 福山市へ
の通勤・通学者

⑥
福山市への
通勤・通学
者数の増減
③－⑤

①のうち
自宅で
従業等

三原市
尾道市
府中市
世羅町
神石高原町 ▲
笠岡市 ▲
井原市

（注）④通勤・通学割合＝③÷(①－②)×100
（資料）総務省「平成22年国勢調査」，「平成27年国勢調査」

７ これからの社会展望

（１）人口減少の進行と人口構造の変化

○国立社会保障・人口問題研究所によると，我が国の総人口は出生中位推計で，2040年（令和
22年）の1億1,092万人を経て，2053年（令和35年）には１億人を割って9,924万人となり，
2065年（令和47年）には8,808万人になると推計されています（平成29年推計）。

○こうした人口減少に加え，少子高齢化の更なる進行によって，年少人口（0歳～14歳）や生産
年齢人口（15歳～64歳）が減少する一方で，老年人口（65歳以上）は増加するといった人口
構造の変化が顕著となります。

○ただし，老年人口については，大都市（東京都区部・政令指定都市）では増加しますが，人口
５万人未満の都市では減少に転じることが予想されるなど，地域によって求められる対応は
異なります。

○人口減少の進行と人口構造の変化は，労働力人口や担い手・支え手人口の減少による経済・
地域の衰退を招き，社会に大きな影響を及ぼします。

第１章 広域連携の推進

世羅町

古くには銀の道や高野山の米蔵として栄えた世羅台地を中心に，豊かな自然に囲まれたまちで
す。農産物の一大生産地で，広島県内の主要農業地域として重要な役割を担っています。観光農
園や農産物直売所が多く，６次産業化※２の先進地でもあります。また，フルーツロードや広島中
央フライトロード，中国横断自動車道尾道松江線（中国やまなみ街道）等により，社会的・経済
的に交通アクセスの利便性が高まっています。全国的に人気が高い道の駅もあります。豊かな自
然と，これらの強みを生かしたまちづくりに取り組んでいます。

神石高原町

のどかな里山や湖，渓谷など，豊かな自然に恵まれています。農業・畜産業を中心とした生産
機能やリゾート・レクリエーション機能を備えたまちで，積極的に都市部との交流を展開してい
ます。また，人口減少対策として，子育て支援や定住促進，企業誘致，起業・事業拡大支援等に力
を入れています。自治体はもとより，企業や教育機関，金融機関等の様々な主体と連携しながら
施策を展開し，持続可能なまちづくりを推進しています。

笠岡市

人口100万人の経済圏（福山市・倉敷市）の中間に位置している地勢的メリットを生かし，産業・交
通・文化の要衝として更なる発展をめざしています。一般国道２号バイパスの開通やスマートIC
の設置に取り組むなど，交通の利便性向上による産業振興・定住促進を推進しています。また，日本遺
産に認定されている笠岡諸島を始め，生きた化石と言われるカブトガニや岡山県内でも有数の畜
産業が盛んな国内２番目の広さを誇る農業用干拓地である笠岡湾干拓地，その干拓地内にある道
の駅等の地域資源を活用した観光振興にも力を入れて取り組んでいます。

井原市

古くから繊維産業が盛んなものづくりに強いまちです。井原デニムは，有名ブランドの生地と
して使用されるなど，世界で高い評価を得ており，国の地域団体商標にも登録され，付加価値の
向上に取り組んでいます。里山や田園等の美しい自然と温暖な気候に恵まれ，ぶどう，明治ごん
ぼう，美星の乳製品・肉加工品等の特産品も有名です。これらの地域資源を生かした活性化策に
取り組むとともに，住民，企業，団体等が希望や生きがいを持ち，喜びを感じられる人づくりに
重点を置いたまちづくりを進めています。

※ ２．６次産業化：第一次産業である農林漁業，第二次産業である製造業，第三次産業である小売業等の事業と
の総合的かつ一体的な推進を図り，農山漁村の豊かな地域資源を活用して新たな付加価値を生み出すこと。
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（３）地方創生と地方分権の推進

○2014年（平成26年）11月に「まち・ひと・しごと創生法」が施行し，人口減少や東京圏への
人口の過度の集中，地域経済の縮小といった課題の克服をめざす総合的な取組が始まりまし
た。その後，合計特殊出生率※11は上昇したものの，東京圏への転入は増加し，東京一極集中
傾向は加速しています。国では，2019年（令和元年）に第２期「まち・ひと・しごと創生総
合戦略」を策定し，基本目標やKPIなど必要な見直しを行い，より効果的な対応を進めていま
す。

○地方創生は，日本の創生であるとも言われており，我が国の活力を維持するため，国と地方
が総力を挙げて取り組む必要があります。

○地方分権を実効性のあるものにするためには，住民に身近なサービスを提供する基礎自治体
が主体的にまちづくりに取り組めるよう，これまで以上に財源を伴う権限移譲や義務付け・
枠付けの見直しが必要となります。

○住民自らが，地域における活動の担い手として積極的に参画できる仕組みづくりも必要です。

（４）環境・エネルギーに関する問題意識の高まり

○経済活動の発展等による温室効果ガス排出量の増加に伴い，気候変動への影響が深刻化して
おり，国際的な課題となっています。

○2015年（平成27年）12月には，気候変動対策の新たな国際枠組みとして「パリ協定」が合意
され，産業革命前からの世界平均気温の上昇を２℃未満に抑えること等が定められました。

○東日本大震災で発生した原子力発電所事故を契機に，新たなエネルギー政策への転換が求め
られている中，住民や事業者においても，身近な暮らしや活動の中で環境問題への意識が高
まっています。

○世界各国で再生可能エネルギー※12の導入が拡大しており，我が国においても，太陽光等の再
生可能エネルギーを活用した発電システムの導入のほか，蓄電システム等を活用したエネル
ギーの地産地消の動きが広がっています。

○ESG投資※13の拡大など，機関投資家が企業の環境面への配慮を判断材料の一つとして捉える
動きが拡大しており，環境・エネルギー分野は，今後の成長分野の一つとして期待されてい
ます。

（５）社会保障関係費の増大等による自治体財政の硬直化

○全国的に老年人口がピークを迎え，毎年100万人近い人口減少が生じる2040年（令和22年）
頃を展望すると，現役世代・担い手の減少と高齢化の更なる進行が予想されています。社会
保障制度を持続可能なものとしていくためには，健康づくりや介護予防，認知症予防等の健
康寿命の延伸に向けた取組を進める中で，医療・介護の給付費を抑制する必要があります。

○人口急増期に集中的に整備した公共施設の老朽化が進む中，基礎自治体が単独であらゆる公
共施設を揃える「フルセットの行政」から脱却する必要があります。

○こうした基礎自治体共通の課題に対し，近隣の自治体と柔軟に連携しながら取り組むことで，
効率的・効果的な行政サービスを提供していくことが求められています。

※ 11．合計特殊出生率：15歳～49歳の女性の年齢別出生率を合計したもので，1人の女性が一生の間に生む平均子
ども数を推計したもの

12．再生可能エネルギー：太陽光や風力，地熱といった地球資源の一部など，自然界に常に存在するエネルギー
13．ESG投資：従来の財務情報だけでなく，環境（Environment）・社会（Social）・企業統治（Governance）の

要素も考慮する投資

第１章 広域連携の推進

（２）変動する社会経済情勢

○交通基盤の高度化や情報通信の技術革新等によって，人・もの・金・情報等が国境を越え，
政治・経済や日常生活におけるグローバル化がより一層進展しています。特に，製造業にお
いては，1980年代後半からの歴史的な円高に伴う生産拠点の海外移転が進み，海外からの直
接投資の受入れや技術移転，グローバル化の恩恵を享受した中国等のアジア経済の急速な成
長によって，我が国の企業は厳しい競争を強いられるなど，経済のグローバル化による影響
を大きく受けてきました。

〇近年は，欧米の主要国を中心とした反グローバリズム※３の広がりや中国の一帯一路構想等に
よるヨーロッパやアフリカに及ぶ沿線諸国への政治的・経済的な影響の拡大など，世界経済
のパワーバランスは大きく変化しています。特に，2018年（平成30年）に顕在化した米中貿
易摩擦は，世界経済に大きな影響を与えています。

〇我が国の視点から見れば，アジアを始めとする諸外国は，競争相手であると同時にパートナ
ーでもあり，どのように競い，また協調して，世界経済の成長を我が国の成長につなげてい
くかが大きな課題となっています。

○経済成長をより確実なものとし，中長期的な成長を実現する鍵として，IoT※４・ビッグデータ※５

・人工知能（AI）※６・ロボット・５G※７・シェアリングエコノミー※８等から成る第四次産業
革命が注目を集めています。そして，第四次産業革命を契機とした産業や社会生活の変化は
既に進み始めており，こうした先端技術等を迅速かつ的確に地域に取り込むことがより一層
重視されるようになりつつあります。また，先端技術の導入に頼るだけでなく，人の知恵や
ノウハウを組み合わせて生かすことや人材の育成も重要になっています。

○こうした世界経済の混迷や産業技術の変化等に伴い，地方の中小企業のニーズも多様化して
います。海外進出への支援や生産性の向上，変化の激しい時代に対応できる人材の育成・確
保，多様な働き方の推進など，関係機関が協力してきめ細かな支援を行う必要があります。

○さらに，我が国では，第四次産業革命の進展に伴い，「Society5.0※９」と呼ばれる考え方が提
唱されており，仮想空間と現実空間を高度に融合させることで，人々の多様なニーズにきめ
細かく対応するものやサービスを提供し，経済的発展と社会的課題の解決を両立させた質の
高い生活を送ることができる社会をめざしています。

○こうした中，地球規模で生じている様々な課題の解決をめざし，2015年（平成27年）の国連
サミットで「SDGs※10」が採択されました。我が国においても，その目標の達成に向けて，創
業や雇用の創出等により，少子高齢化やグローバル化の中で実現できる「豊かで活力ある未
来像」を世界に先駆けて示していくこととしており，世界共通の目標として，地域社会にお
いても「SDGs」が浸透していくものと考えられます。

※ ３．反グローバリズム：自由貿易を促進し，人・もの・金・情報等の移動を拡大してきたグローバリズムに反
対する考え方

４．IoT：「Internet of Things」の略。コンピュータ等の情報・通信機器だけでなく，世の中に存在する様々な
ものに通信機能を持たせ，インターネットに接続したり相互に通信することによって，自動認識や遠隔計
測等を行うこと。

５．ビッグデータ：コンピュータの普及によって生成されるようになった大容量のデジタルデータ
６．人工知能（AI）：人間の脳が行っている知的な作業をコンピュータで模倣するソフトウェアやシステム
７．５G：「５th Generation」の略。現在主に利用されている第４世代移動通信システム（４G）の次世代規格

と位置付けられ，「高速・大容量」，「低遅延」，「多数端末との接続」という特徴を持つ第５世代移動通信
システム

８．シェアリングエコノミー：インターネットを介して資産やリソースの貸し借りを低廉かつ迅速に仲介する
経済活動

９．Society 5.0：サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムによ
り，経済的発展と社会的課題の解決を両立する，人間中心の社会。我が国がめざすべき未来社会の姿とし
て，第５期科学技術基本計画で初めて提唱された。

10．SDGs：「Sustainable Development Goals」の略。2015年（平成27年）９月の国連サミットで採択された，
2016年（平成28年）から2030年（令和12年）までの国際目標。貧困や飢餓，健康，教育，エネルギー，経
済成長，気候変動，海洋環境など，17のゴールとそれらを達成するための169のターゲットで構成
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（３）地方創生と地方分権の推進

○2014年（平成26年）11月に「まち・ひと・しごと創生法」が施行し，人口減少や東京圏への
人口の過度の集中，地域経済の縮小といった課題の克服をめざす総合的な取組が始まりまし
た。その後，合計特殊出生率※11は上昇したものの，東京圏への転入は増加し，東京一極集中
傾向は加速しています。国では，2019年（令和元年）に第２期「まち・ひと・しごと創生総
合戦略」を策定し，基本目標やKPIなど必要な見直しを行い，より効果的な対応を進めていま
す。

○地方創生は，日本の創生であるとも言われており，我が国の活力を維持するため，国と地方
が総力を挙げて取り組む必要があります。

○地方分権を実効性のあるものにするためには，住民に身近なサービスを提供する基礎自治体
が主体的にまちづくりに取り組めるよう，これまで以上に財源を伴う権限移譲や義務付け・
枠付けの見直しが必要となります。

○住民自らが，地域における活動の担い手として積極的に参画できる仕組みづくりも必要です。

（４）環境・エネルギーに関する問題意識の高まり

○経済活動の発展等による温室効果ガス排出量の増加に伴い，気候変動への影響が深刻化して
おり，国際的な課題となっています。

○2015年（平成27年）12月には，気候変動対策の新たな国際枠組みとして「パリ協定」が合意
され，産業革命前からの世界平均気温の上昇を２℃未満に抑えること等が定められました。

○東日本大震災で発生した原子力発電所事故を契機に，新たなエネルギー政策への転換が求め
られている中，住民や事業者においても，身近な暮らしや活動の中で環境問題への意識が高
まっています。

○世界各国で再生可能エネルギー※12の導入が拡大しており，我が国においても，太陽光等の再
生可能エネルギーを活用した発電システムの導入のほか，蓄電システム等を活用したエネル
ギーの地産地消の動きが広がっています。

○ESG投資※13の拡大など，機関投資家が企業の環境面への配慮を判断材料の一つとして捉える
動きが拡大しており，環境・エネルギー分野は，今後の成長分野の一つとして期待されてい
ます。

（５）社会保障関係費の増大等による自治体財政の硬直化

○全国的に老年人口がピークを迎え，毎年100万人近い人口減少が生じる2040年（令和22年）
頃を展望すると，現役世代・担い手の減少と高齢化の更なる進行が予想されています。社会
保障制度を持続可能なものとしていくためには，健康づくりや介護予防，認知症予防等の健
康寿命の延伸に向けた取組を進める中で，医療・介護の給付費を抑制する必要があります。

○人口急増期に集中的に整備した公共施設の老朽化が進む中，基礎自治体が単独であらゆる公
共施設を揃える「フルセットの行政」から脱却する必要があります。

○こうした基礎自治体共通の課題に対し，近隣の自治体と柔軟に連携しながら取り組むことで，
効率的・効果的な行政サービスを提供していくことが求められています。

※ 11．合計特殊出生率：15歳～49歳の女性の年齢別出生率を合計したもので，1人の女性が一生の間に生む平均子
ども数を推計したもの

12．再生可能エネルギー：太陽光や風力，地熱といった地球資源の一部など，自然界に常に存在するエネルギー
13．ESG投資：従来の財務情報だけでなく，環境（Environment）・社会（Social）・企業統治（Governance）の

要素も考慮する投資

第１章 広域連携の推進

（２）変動する社会経済情勢

○交通基盤の高度化や情報通信の技術革新等によって，人・もの・金・情報等が国境を越え，
政治・経済や日常生活におけるグローバル化がより一層進展しています。特に，製造業にお
いては，1980年代後半からの歴史的な円高に伴う生産拠点の海外移転が進み，海外からの直
接投資の受入れや技術移転，グローバル化の恩恵を享受した中国等のアジア経済の急速な成
長によって，我が国の企業は厳しい競争を強いられるなど，経済のグローバル化による影響
を大きく受けてきました。

〇近年は，欧米の主要国を中心とした反グローバリズム※３の広がりや中国の一帯一路構想等に
よるヨーロッパやアフリカに及ぶ沿線諸国への政治的・経済的な影響の拡大など，世界経済
のパワーバランスは大きく変化しています。特に，2018年（平成30年）に顕在化した米中貿
易摩擦は，世界経済に大きな影響を与えています。

〇我が国の視点から見れば，アジアを始めとする諸外国は，競争相手であると同時にパートナ
ーでもあり，どのように競い，また協調して，世界経済の成長を我が国の成長につなげてい
くかが大きな課題となっています。

○経済成長をより確実なものとし，中長期的な成長を実現する鍵として，IoT※４・ビッグデータ※５

・人工知能（AI）※６・ロボット・５G※７・シェアリングエコノミー※８等から成る第四次産業
革命が注目を集めています。そして，第四次産業革命を契機とした産業や社会生活の変化は
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○こうした世界経済の混迷や産業技術の変化等に伴い，地方の中小企業のニーズも多様化して
います。海外進出への支援や生産性の向上，変化の激しい時代に対応できる人材の育成・確
保，多様な働き方の推進など，関係機関が協力してきめ細かな支援を行う必要があります。

○さらに，我が国では，第四次産業革命の進展に伴い，「Society5.0※９」と呼ばれる考え方が提
唱されており，仮想空間と現実空間を高度に融合させることで，人々の多様なニーズにきめ
細かく対応するものやサービスを提供し，経済的発展と社会的課題の解決を両立させた質の
高い生活を送ることができる社会をめざしています。

○こうした中，地球規模で生じている様々な課題の解決をめざし，2015年（平成27年）の国連
サミットで「SDGs※10」が採択されました。我が国においても，その目標の達成に向けて，創
業や雇用の創出等により，少子高齢化やグローバル化の中で実現できる「豊かで活力ある未
来像」を世界に先駆けて示していくこととしており，世界共通の目標として，地域社会にお
いても「SDGs」が浸透していくものと考えられます。

※ ３．反グローバリズム：自由貿易を促進し，人・もの・金・情報等の移動を拡大してきたグローバリズムに反
対する考え方

４．IoT：「Internet of Things」の略。コンピュータ等の情報・通信機器だけでなく，世の中に存在する様々な
ものに通信機能を持たせ，インターネットに接続したり相互に通信することによって，自動認識や遠隔計
測等を行うこと。

５．ビッグデータ：コンピュータの普及によって生成されるようになった大容量のデジタルデータ
６．人工知能（AI）：人間の脳が行っている知的な作業をコンピュータで模倣するソフトウェアやシステム
７．５G：「５th Generation」の略。現在主に利用されている第４世代移動通信システム（４G）の次世代規格

と位置付けられ，「高速・大容量」，「低遅延」，「多数端末との接続」という特徴を持つ第５世代移動通信
システム

８．シェアリングエコノミー：インターネットを介して資産やリソースの貸し借りを低廉かつ迅速に仲介する
経済活動

９．Society 5.0：サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムによ
り，経済的発展と社会的課題の解決を両立する，人間中心の社会。我が国がめざすべき未来社会の姿とし
て，第５期科学技術基本計画で初めて提唱された。

10．SDGs：「Sustainable Development Goals」の略。2015年（平成27年）９月の国連サミットで採択された，
2016年（平成28年）から2030年（令和12年）までの国際目標。貧困や飢餓，健康，教育，エネルギー，経
済成長，気候変動，海洋環境など，17のゴールとそれらを達成するための169のターゲットで構成



第２章 圏域づくりの基本方針

１ 第１期びんご圏域ビジョンの成果と課題

本圏域では，圏域全体の発展に向け，2015 年度（平成 27 年度）から連携中枢都市圏構想の取
組を「経済」・「都市機能」・「住民サービス」の３つの視点で推進し，第１期びんご圏域ビジョン
では，単独自治体では実施が難しい取組の構築や産学金官民の連携強化など，連携の土台づくり
に取り組みました。

（１）「経済」圏域全体の経済成長のけん引

中小企業の活力向上等をめざし「福山ビジネスサポートセンターFuku-Biz」を開設したほか，
「備中備後ジャパンデニムプロジェクト」や「備後圏域ワインプロジェクト」，「瀬戸内の地魚の
ブランド化（備後フィッシュ）」など，地域資源の集積を生かした圏域経済の好循環の促進に取り
組みました。また，産業発展の基礎となる人材の育成・確保のため，「ものづくり大学」での各種
セミナーの開催や「大学の学食を活用した地元企業と学生の交流促進」等にも取り組み，各団体
との連携による効果的な事業展開にもつながりました。
一方，圏域の稼ぐ力の向上の観点では，本圏域の高い産業集積を所得・消費の圏域内循環に十

分活用しきれていない状況があります。また，雇用の観点では，生産年齢人口の減少が進み，有
効求人倍率の高まり等から，中小企業を中心に人手不足感が拡大しているほか，技術革新に対応
した人材の育成等への対応も求められており，人材の確保・育成が大きな課題となっています。
さらに，観光の観点では，日本遺産の活用など広域観光コンテンツの確立が急務となっています。

 

 

 

 

 

 

 

「福山ビジネスサポートセンター 」 「備中備後ジャパンデニムプロジェクト」
首都圏での イベント

 

 

 

 

 

 

 

 

「備後圏域ワインプロジェクト」 「大学の学食を活用した
地元企業と学生の交流促進」
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（２）「都市機能」高次の都市機能の集積・強化

高度医療の充実・強化に向け，看護職員確保対策として「看護職員養成所への補助」や「復職
セミナー」を開催したほか，広島県が開設した「広島県ナースセンター・サテライト福山」との
連携等に取り組みました。また，広域的な都市基盤の整備に向け，福山市・笠岡市共同で「地域
公共交通網形成計画」を策定するとともに，住民の学ぶ機会の創出に向けた「６大学連携による
公開講座」の開催など高等教育機能の充実・強化にも取り組みました。
しかし，医療提供体制の充実に向け，更なる医師の確保・看護職員等の養成・確保の推進や関

係機関との連携強化が必要です。また，人口減少や少子高齢化の進行に伴い，公共交通網の維持・
確保が困難になる地域の増加が予想されるため，先端技術を活用した都市基盤の整備も必要とな
ります。さらに，高等教育機関を高度な学びを提供する知の拠点として更に活用していくことも
期待されています。

（３）「住民サービス」圏域全体の生活関連機能サービスの向上

地域医療の充実に向け，「福山市民病院から圏域内病院への医師派遣」や「広島・岡山県境を越
えた医療広域連携会議」の再開など，医療機関や広島・岡山両県等とのネットワーク強化等に取
り組みました。また，発達に課題のある子どもの支援を行う「こども発達支援センターの共同運
営」や「地域包括ケアシステムの構築に向けた連携」，「消費生活相談対応の連携」，「防災士の養
成」，福山未来エナジー株式会社の設立など「低炭素・循環型社会の構築に向けた連携」，「道の駅
等のネットワーク化」など，様々な取組を広域で行うことにより，サービスの向上や効率化を実
現しました。
一方，住民へのアンケート調査の結果，保健・医療・福祉分野に関するニーズが高かったこと

から，健康づくりの推進や地域医療・地域包括ケアシステムの更なる充実等に，引き続き取り組
む必要があります。また，様々な住民ニーズに対応していくために，先端技術を活用するなど，
効率的な行政運営のためのスマート化も早急に進めていく必要があります。
 

「広島県ナースセンター・サテライト福山」 「防災士の養成」
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第２章 圏域づくりの基本方針

２ 備後圏域のめざす姿

第１期びんご圏域ビジョンでの取組やこれからの社会展望，本圏域を取り巻く環境等から，本
圏域の将来像を

豊かさが実感でき，いつまでも住み続けたい備後圏域 

とし，産学金官民で連携・役割分担をしながら実現していきます。

人口減少は加速し，地方から大都市圏への若者の流出が続いています。また，企業の景況感は
改善傾向ながら，先行きの不透明感が拭い去れず，地方においては今後徐々に住民が快適で安心
して暮らすことのできる基盤が失われ，行政サービスを持続的に提供できなくなってしまうこと
が懸念されています。
一方，交通基盤や通信技術等の飛躍的な発展により，政治や経済のグローバル化が進んでいる

ため，特に経済政策については，国内のみならず世界規模で戦略的に施策を考えていかなければ
なりません。
このほか，環境・エネルギーに関する問題意識の高まりや社会保障関係費の増大等による自治

体財政の硬直化など，大きな社会問題がある中で，国は地方創生として，それぞれの地域で住み
やすい環境を確保するための仕組みづくりを進めているところです。
こうした中，地方においては，自治体が抱えている共通課題の解決に向け，産学金官民など多

様な主体が柔軟に連携することで，効率的・効果的なサービスを提供し，協力し合って地域を発
展させていく必要があります。
このため，本圏域では，こうした現状や課題等を踏まえながら，大きく３つの視点で取組を進

めます。

１．「経済」圏域全体の経済成長のけん引

２．「都市機能」高次の都市機能の集積・強化

３．「住民サービス」圏域全体の生活関連機能サービスの向上

また，近年，世界的にAI・IoT・５G等の先端技術の活用が進んでいます。今後は，先端技術の
活用が実用段階へと移行し，様々な分野で利便性の向上や効率化が更に進んでいくと予想され，
新たな技術によって地域課題の解決が実現していくと考えられています。
そこで，本ビジョンでは，上記の３つの視点で取組を進める上で，「先端技術の活用」を取り入

れた圏域づくりを推進します。
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第２期びんご圏域ビジョン

本圏域は，歴史的に見て災害が比較的少ないといった地域特性のほか，

〇山陽自動車道と中国横断自動車道尾道松江線（中国やまなみ街道），西瀬戸自動車道（瀬戸
内しまなみ海道）の結節点であり，かつ，国の重要港湾である福山港・尾道糸崎港や広島
県の空の玄関口である広島空港を有するなど，中国地方における交通・物流機能の拠点で
ある。

〇多くの上場企業やオンリーワン・ナンバーワン企業を生み出す革新的な風土が根付いたも

のづくりを中心とする産業拠点であり，中国・四国地方の経済の要衝である。
〇全国を代表する観光資源やスポーツ資源を有している。
〇固有の歴史・文化はもとより，豊かな山林資源や瀬戸内海等の里山・里海から獲れる多様

な農林水産物など，全国や海外に展開できる特産物が豊富である。

など多彩なポテンシャルがあります。
これらのポテンシャルを最大限に生かすためには，産業界，大学，行政に加え，金融機関，NPO

等の民間団体が連携・協力し，知恵を出し合うことが必要です。
そして，圏域市町の独自性や個性を生かす中で，できるだけ幅広い分野で各市町が連携し，互

いに補完することで，より一層地域の魅力を高め，明日を担う人材を育てていかなければなりま
せん。子どもたちの元気な笑顔は未来への夢であり，若者や女性が元気に行き交う姿は未来への
希望です。若い世代の子育ての願いを叶え，子どもたちが抱く夢を応援します。そして，ここに
住む人々の豊かさの実現，将来にわたって住み続けたいと思える圏域の実現，多くの人々の「ふ
るさと」となる圏域づくりを推進します。

また，目標人口を次のとおり設定し，本ビジョンを基にした様々な取組を推進することで，現
在の人口減少傾向を抑制するとともに，更に生活しやすい環境の整備に取り組みます。

2030年（令和 12年） 

圏域人口：80万人 

※ 目標人口は，コーホート要因法により，国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口（平成
30（2018）年推計）」で用いられた圏域市町の生残率や純移動率等から本圏域の仮定値を算出するとともに，
第１期びんご圏域ビジョンの目標人口（2025 年（令和７年）圏域人口：82 万人）推計時に設定した合計特殊
出生率（2025 年（令和７年）までに 1.80 へ引き上げ，その後この水準を維持）を用いることで本圏域の仮定
値を作成し，推計の結果を基に設定しました。



第３章 備後圏域を取り巻く環境と方向性

１ 基本指標

（１）人口

ア 総人口の推移

本圏域の総人口は減少傾向で推移していますが，857,212 人（平成 27 年国勢調査）が居住し
ており，政令指定都市規模の人口が集積しています。
そして，2018 年（平成 30 年）の国立社会保障・人口問題研究所の推計では，2040 年（令和

22 年）に約 72.0 万人になると推計され，約 14 万人（約 16％）の減少が予測されています。特
に，本圏域の核となる福山市においても，2013 年（平成 25 年）には人口の自然減と社会減が
初めて重なり，自然減の拡大も進みつつあることから，今後，本圏域の人口減少の加速が懸念
されています。

イ 年齢階級別人口の推移

○年少人口（ 歳～ 歳）

年少人口は減少が続いており，2015 年（平成 27年）には約 11.0 万人となっています。さら
に，2030 年（令和 12年）には約 9.3 万人，2040 年（令和 22年）には約 8.4 万人へと減少し，
総人口に占める割合も，2040 年（令和 22年）には 11.7％に低下すると見込まれています。

○生産年齢人口（ 歳～ 歳）

生産年齢人口は 2000 年（平成 12 年）には 60 万人を割り込み，2015 年（平成 27 年）には
50 万人も割り込み約 48.2 万人となっています。さらに，2030 年（令和 12 年）には約 42.7 万
人，2040 年（令和 22 年）には約 37.8 万人へと減少し，総人口に占める割合も，2040 年（令
和 22年）には 52.4％に低下すると見込まれています。

○老年人口（ 歳以上）

老年人口は年々増加しており，2005 年（平成 17年）には 20 万人を超え，2015 年（平成 27
年）には約 25.9 万人まで増加しています。さらに，2020 年（令和２年）には約 27.2 万人へと
増加し，その後，緩やかに減少していくことが予測されています。2040 年（令和 22 年）には
僅かに増加し約 25.8 万人となり，総人口に占める割合が 35.8％になることが見込まれていま
す。
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図表３-１ 備後圏域の将来推計人口と年齢３区分比率の推移

（注）数値の単位未満は，原則として四捨五入しているため，総数等と内訳の合計が一致しない場合がある（以
下同じ。）。

（資料）総務省「国勢調査」，国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 30（2018）年
推計）」

ウ 将来推計人口の広島・岡山両県や他圏域との比較

本圏域の人口減少のペースは，広島・岡山両県と比べて速く，近隣の他圏域と比べると，姫
路市圏域よりはやや緩やかなものの，広島市圏域や倉敷市圏域よりは速く進むと予測されてい
ます。また，高齢化率については，広島・岡山両県を上回る状況で推移し，2040 年（令和 22
年）には，35.8％になる見込みです。2025 年（令和７年）以降，年少人口と生産年齢人口だけ
でなく老年人口の減少も始まる，本格的な人口減少時代への突入が予測されています。

図表３-２ 備後圏域・広島・岡山両県・近隣他圏域の総人口の推移

（資料）総務省「国勢調査」，国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 30（2018）年
推計）」
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図表３-３ 備後圏域と広島・岡山両県との高齢化率の比較
（単位：％）

年
平成 年

年
令和 年

年
令和 年

年
令和 年

年
令和 年

年
令和 年

年
令和 年

備後圏域

広島県

岡山県
（資料）総務省「国勢調査」，国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 30（2018）年

推計）」

○倉敷市圏域（高梁川流域の構成市町（７市３町））
【岡山県】倉敷市，笠岡市，井原市，総社市，高梁市，新見市，浅口市，早島町，

里庄町，矢掛町
○姫路市圏域（播磨圏域の構成市町（８市８町））

【兵庫県】姫路市，相生市，加古川市，赤穂市，高砂市，加西市，宍粟市，
たつの市，稲美町，播磨町，市川町，福崎町，神河町，太子町，
上郡町，佐用町

○広島市圏域（広島広域都市圏の構成市町（11市 13 町））
【広島県】広島市，呉市，竹原市，三原市，大竹市，東広島市，廿日市市，

安芸高田市，江田島市，府中町，海田町，熊野町，坂町，安芸太田町，
北広島町，大崎上島町，世羅町

【山口県】岩国市，柳井市，周防大島町，和木町，上関町，田布施町，平生町

参考
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（２）世帯数

本圏域の世帯数は 342,119 世帯（平成 27年国勢調査）であり，圏域市町別に見ると，福山市
（185,555 世帯）が最も多く，本圏域の総世帯数の 54.2％を占めています。
また，2015 年（平成 27年）の一般世帯のうち，65 歳以上の高齢者単独世帯の構成比を見る

と，圏域全体では 12.2％となり，広島市圏域とほぼ同水準，倉敷市圏域や姫路市圏域よりはや
や高い状況となっています。65歳以上の高齢者単独世帯の構成比を圏域市町別で見ると，神石
高原町の 19.7％が最も高く，福山市の 10.1％が最も低くなっています。

図表３-４ 総世帯数の推移
【実数】 単位：世帯） 【５年前比増減率】 （単位：％）

年
平成 年

年
平成 年

年
平成 年

年
平成 年

年
平成 年

年
平成 年

年
年

年
平成 年

年
平成 年

年
平成 年

年
平成 年

年
平成 年

三原市 ▲ 三原市 ▲
尾道市 ▲ 尾道市 ▲

福山市 福山市

府中市 ▲ 府中市 ▲ ▲ ▲ ▲
世羅町 ▲ 世羅町 ▲ ▲ ▲

神石高原町 ▲ 神石高原町 ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

笠岡市 ▲ 笠岡市 ▲ ▲
井原市 ▲ 井原市 ▲

備後圏域 備後圏域

（資料）総務省「国勢調査」

図表３-５ 一般世帯に占める 65 歳以上の高齢者単独世帯の割合

（資料）総務省「国勢調査」

三原市 尾道市 福山市 府中市 世羅町 神石高原町 笠岡市 井原市

（％）

年 年 年

備後圏域 広島市圏域 倉敷市圏域 姫路市圏域

（％）

年 年 年
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２ 経済

（１）産業

【取り巻く環境】

○本圏域は，1964 年（昭和 39 年）に備後地区工業整備特別地域に指定され（世羅町と神石高
原町は除く。），臨海部では鉄鋼や造船等の重工業が，内陸部では繊維業や木工業が成長する
など，製造業が中心となって圏域経済の発展をけん引してきました。

○製造業の粗付加価値額※14については，2007 年（平成 19 年）にピークを迎えて以降，減少傾
向にありましたが，2013 年（平成 25 年）から 2015 年（平成 27年）にかけては一時的に増
加し，近年は再び減少傾向にあります。本圏域の粗付加価値額は広島県の粗付加価値額の約
30％に相当し，ものづくり産業は本圏域最大の稼ぐ力となっています。

○本圏域の産業別従業者数を見ると，製造業が約 25％，卸売業・小売業が約 20％，医療・福祉
が約 14％を占めており，これらの産業が本圏域の労働力の代表的な受け皿となっています。

○本圏域では生産年齢人口の減少が続いていることから，産業界において人材の確保が求めら
れています。このため，若者や女性，高齢者，障がい者，外国人など，多様な人材の活躍が期
待されています。

○有効求人倍率は上昇傾向にあります。また，2015 年（平成 27 年）の女性の労働参加率は，
30 歳～34 歳で一旦低くなるものの，その後，40代半ばまでは高くなっています。

○福山市の有業者に占める起業者の比率は，全国や広島・岡山両県と比べて高くなっています
が，女性の起業者の比率は低くなっています。

○本圏域には，農業・工業技術系の試験研究機関を始め，大学研究機関など幅広い分野の産業
支援拠点があります。

図表３-６ 備後圏域の製造業事業所数と製造業従業者数の推移

（注）１．従業者数４人以上の事業所
２．2015 年（平成 27 年）の工業統計調査は，2016 年（平成 28 年）に経済センサス－活動調査と

同時実施したため，実施されていない。
（資料）経済産業省「工業統計表（市区町村別）」
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※ 14．粗付加価値額：売上高から原材料費や仕入原価等の変動費を差し引いたもの
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図表３-７ 粗付加価値額の推移
（単位：億円）
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年
平成 年

年
平成 年

年
平成 年

年
平成 年

年
平成 年

年
平成 年

年
平成 年

年
平成 年

年
平成 年

年
平成 年

年
平成 年

年
年

三原市 1,523 ▲ 84
尾道市 2,096 
福山市 4,053 ▲
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備後圏域 9,578 ▲ 3,032
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（資料）経済産業省「工業統計表（市区町村別）」

図表３-８ 備後圏域と広島・岡山両県の産業別従業者数（民営事業所）
（単位：人，％）

産業 備後圏域 広島県 岡山県
従業者数 構成比 従業者数 構成比 従業者数 構成比

農林漁業 3,854 1.0 10,763 0.8 5,440 0.7
鉱業，採石業，砂利採取業 23 0.0 153 0.0 365 0.0
建設業 24,695 6.5 83,685 6.4 57,456 7.0
製造業 93,671 24.7 236,128 18.1 160,242 19.5
電気・ガス・熱供給・水道業 905 0.2 5,953 0.5 2,363 0.3
情報通信業 2,259 0.6 22,917 1.8 10,150 1.2
運輸業，郵便業 23,176 6.1 76,509 5.9 51,603 6.3
卸売業，小売業 75,410 19.9 274,069 21.0 168,410 20.5
金融業，保険業 7,020 1.8 29,237 2.2 19,414 2.4
不動産業，物品賃貸業 6,863 1.8 31,482 2.4 16,716 2.0
学術研究，専門・技術サービス業 9,372 2.5 36,546 2.8 19,113 2.3
宿泊業，飲食サービス業 27,768 7.3 108,229 8.3 65,951 8.0
生活関連サービス業，娯楽業 14,505 3.8 50,473 3.9 31,338 3.8
教育，学習支援業 7,206 1.9 39,902 3.1 23,834 2.9
医療，福祉 54,786 14.4 181,720 14.0 123,192 15.0
複合サービス事業 4,081 1.1 13,815 1.1 7,433 0.9
サービス業（他に分類されないもの） 23,877 6.3 100,493 7.7 57,636 7.0
合計 379,471 100.0 1,302,074 100.0 820,656 100.0

（注）工業統計調査が従業者数４人以上の事業所を対象としているのに対し，経済センサス－活動調査は，従業者規模に
よる対象の制限を設けていない。

（資料）総務省・経済産業省「平成 28 年経済センサス－活動調査」
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図表３-９ 圏域市町別の有効求人倍率 図表３-10 備後圏域の女性の労働参加率

  （単位：％）
歳～ 歳 歳～ 歳 歳～ 歳 歳～ 歳 歳～ 歳

三原市
尾道市
福山市
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世羅町
神石高原町
笠岡市
井原市
備後圏域

(注）対象人口（労働力状態「不詳」を含む。）に占める労
働力人口の割合

（資料）総務省「平成 27 年国勢調査」

図表３-11 有業者に占める起業者の比率

（単位：人，％）
全体（男女） 女性

有業者数 起業者数 起業率 有業者数 起業者数 起業率
全国
福山市
広島県
岡山県

（資料）総務省「平成 29 年就業構造基本調査」（サンプリングによる推計）
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（資料）広島労働局「管内の雇用情勢」，笠岡市・井原市
は各市担当課
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図表３-12 備後圏域の産業支援拠点
2019 年（令和元年）10 月現在

分類 施設数 施設名

試験研究機関 ３
・（農研機構）西日本農業研究センター本所
・（農研機構）種苗管理センター西日本農場
・広島県総合技術研究所東部工業技術センター

大学研究機関 ２
・福山大学（内海生物資源研究所・グリーンサイエンス研究センター・

センター・安全安心防災教育研究センター）
・県立広島大学附属診療センター

公共職業能力開発施設 ４

・中国職業能力開発大学校附属福山職業能力開発短期大学校
・広島県立福山高等技術専門校
・福山地域職業訓練センター
・因島技術センター

産業振興財団等 ５

・（公財）ひろしま産業振興機構福山支所
・広島県中小企業知財支援センター福山サテライト
・（一財）備後地域地場産業振興センター
・井原市地場産業振興センター
・（一財）神石高原地域創造チャレンジ基金

中小企業・ベンチャー
支援センター ３

・（公財）ひろしま産業振興機構福山支所
・福山地域中小企業支援センター
・尾道地域中小企業支援センター

政府系金融機関 ２ ・日本政策金融公庫（福山市・尾道市）
・商工組合中央金庫（福山市）

大学産学連携窓口組織 ６

・福山大学社会連携センター
・福山平成大学地域交流センター
・福山市立大学教育研究交流センター
・中国職業能力開発大学校附属福山職業能力開発短期大学校
・県立広島大学三原地域連携センター
・尾道市立大学地域総合センター

自治体・中間支援団体 ３
・福山ビジネスサポートセンター
・みはら創業応援隊
・かさおか創業サポートセンター（かさおか創業サロン）

（資料）各機関・団体・大学ホームページ・パンフレットほか
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【方向性】

■圏域経済の好循環の促進

多様な産業の集積を生かすとともに，産学金官民の連携・役割分担や圏域市町が連携した
企業誘致等を推進することで，圏域経済の好循環を促進し，本圏域の稼ぐ力の向上につなげ
ます。

■中小企業の活力向上

先端技術の活用による生産性の向上や経営支援の実施，異分野・異業種交流の促進等によ
り，地域経済の発展に欠かせない中小企業の企業間のネットワーク化や商品・サービス等の
高付加価値化・販路開拓等への支援を充実します。

■圏域の強みを生かした成長産業への支援

ものづくり等で培った優れた技術や地域資源を活用した新たな成長分野（介護，環境・エ
ネルギー，ドローン，ロボット，シェアリングエコノミー，医療，観光，農林水産業など）へ
の事業展開に向け，創業支援体制の充実や異分野・異業種との連携強化，先端技術の導入等
を推進します。また，温暖少雨で歴史的に見て災害が比較的少ない自然条件や恵まれた交通
条件，都市機能の集積など，企業活動がしやすい地域特性を生かし，大都市圏から本圏域へ
の企業移転を促進します。

■多様な人材の育成・確保

ものづくり産業を支えるため，技術者の育成・確保やイノベーション※15が生まれやすい環
境づくりに取り組みます。特に，本圏域の経済発展をけん引してきた製造業については，技
術承継に力を入れるとともに，AI・IoT 等の技術を開発し活用できる人材の育成に取り組みま
す。また，きめ細かな対策により，若者や女性，高齢者，障がい者，外国人など，多様な人材
の確保に取り組むとともに，その人材の更なる活躍も促進します。

■多様な働き方の推進

誰もがやりがいや充実感を感じながら働き，子育てや介護，家庭，地域，自己啓発等の個
人の時間が持て，健康で豊かな生活ができるよう，ワーク・ライフ・バランスを推進します。
また，仕事と家庭の両立や女性のキャリア形成を阻む原因となっている長時間労働の是正な
ど，働き方改革に取り組みます。兼業・副業，テレワーク等の多様な働き方ができる環境づ
くりも推進します。

※ 15．イノベーション：科学的発見や技術的発明を洞察力と融合し発展させ，新たな社会的価値や経済的価値を生
み出す革新
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（２）農林水産業

【取り巻く環境】

○農家１戸当たりの農業産出額は，圏域全体では 254 万円で，近隣の他圏域と比べると高い状
況になっています。特に，世羅町・笠岡市・井原市は，本圏域の中で農業に強みを持ってい
る地域です。

○農業・漁業は，就業者数の減少や高齢化が課題となっています。一方，林業の就業者数は増
加傾向にあり，平均年齢も下がりつつあります。

○瀬戸内海沿いの三原市・尾道市・福山市・笠岡市の沿岸部では漁業が行われ，えび，たい，い
か，たこ等が多く獲られています。漁獲量は 2012 年（平成 24 年）から 2014 年（平成 26 年）
にかけて減少傾向にありましたが，近年はやや回復しています。

図表３-13 農家１戸当たりの農業産出額

（注）１．経営耕地面積が 10 アール以上又は農産物販売金額が 15 万円以上の世帯
２．農家数は 2015 年（平成 27 年），農業産出額は 2017 年（平成 29 年）の値

（資料）農林水産省「平成 29 年市町村別農業産出額（推計）」，「2015 年農林業センサス」

図表３-14 備後圏域の農林水産業就業者数 図表３-15 備後圏域の農林水産業就業者の
平均年齢

（資料）総務省「国勢調査」 （資料）総務省「国勢調査」
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図表３-16 備後圏域の漁獲量の推移

（資料）農林水産省「海面漁業生産統計調査」

図表３-17 備後圏域の魚種別漁獲量の推移

（資料）農林水産省「海面漁業生産統計調査」
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【方向性】

■６次産業化・農商工連携の推進

第一次産業の経営力強化に向け，地域資源を活用した６次産業化等の推進や瀬戸内の地魚
のブランド化に取り組み，第一次産業就業者の所得向上をめざします。そのため，売れる地
域資源を見つけ，特区や地域ブランドへと磨き上げることができる人材を活用するとともに，
産学金官民の連携を強化します。

■地域資源の圏域内流通の促進

地元農林水産物の圏域内流通を促進するため，付加価値の高い地元産品の生産の拡大や消
費者の地産地消意識の醸成，道の駅や食と農の交流館等の産直市，スーパーマーケット等の
活用等に取り組むとともに，学校給食とも連携し，販路や消費の拡大をめざします。

■後継人材の育成・確保

地方の特色であり，今後の成長が期待される分野でもある第一次産業を支える後継人材の
育成・確保に向け，先端技術の活用など，魅力ある第一次産業をめざします。
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（３）観光

【取り巻く環境】

○本圏域は，JR 山陽新幹線・山陽本線等の鉄道や 2021 年（令和３年）に民営化を控える広島
空港，山陽自動車道・西瀬戸自動車道（瀬戸内しまなみ海道）・中国横断自動車道尾道松江線
（中国やまなみ街道）等の高速道路，瀬戸内海の島々を結ぶ多様な航路など，広域交通の要
衝となっており，国内外からの高いアクセス性を有しています。

○本圏域を訪れる観光客は，広島県内からが全体の63％と多く，観光消費額は，福山市や尾道
市等の沿岸部は高く，内陸部の市町は低い状況です。

○多彩な観光資源や地域資源はあるものの，宿泊施設のキャパシティが少なく，圏域内の宿泊
割合は 6.8％と，９割以上が日帰り観光客です。

○訪日外国人観光客数が過去最高を記録する中，広島県の外国人観光客も急増しています。そ
して，全国的に地域活性化への期待からインバウンド※16観光が注目されている中，東京 2020
オリンピック・パラリンピック競技大会等により，外国人観光客の更なる増加が見込まれま
す。

図表３-18 備後圏域の観光客数等 図表３-19 備後圏域（広島県内）の宿泊・
  日帰り観光客数

観光客数
（千人）

人当たり
観光消費額
（円）

年間観光
消費額
（億円）

日帰り
（千人）

宿泊
（千人）

計
（千人）

宿泊割合
（％）

三原市 三原市
尾道市 尾道市
福山市 福山市
府中市 府中市
世羅町 世羅町
神石高原町 神石高原町
笠岡市 － － 笠岡市 － － － －
井原市 － － 井原市 － － － －
備後圏域 ４市２町計

広島県 広島県

（注）１．備後圏域の 1人当たり観光消費額は， （注）備後圏域のうち，広島県内の４市２町の数値
市町別の 1人当たり観光消費額を加重 （資料）広島県「平成 30〔2018〕年広島県観光客数の動向」
平均して算出

２．岡山県は，市町別の観光消費額を公表
していない。

（資料）広島県「平成 30〔2018〕年広島県観光
客数の動向」，各市町観光担当課

※ 16．インバウンド：商用や観光による外国人の訪日旅行（者）
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図表３-20 備後圏域（広島県内）への出発地別観光客数及び観光客比率
（単位：千人）

（注）備後圏域のうち，広島県内の４市２町の数値
（資料）広島県「平成 30〔2018〕年広島県観光客数の動向」

図表３-21 備後圏域（広島県内）の外国人観光客数の推移

（注）備後圏域のうち，広島県内の４市２町の数値
（資料）広島県「広島県観光客数の動向」
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観光客
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観光客
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観光客市町内 その他市町

三原市
尾道市
福山市
府中市
世羅町
神石高原町
４市２町計
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（平成 年）

年

（平成 年）
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（３）観光
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※ 16．インバウンド：商用や観光による外国人の訪日旅行（者）
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３ 都市機能

（１）高度医療

【取り巻く環境】

○本圏域には，2018 年（平成 30 年）10 月 1 日現在で，一般病院 67 施設・一般診療所 655 施
設が立地しています。しかし，圏域人口千人当たりの医療施設数は 0.85 施設であり，広島市
圏域等と比べて少ない状況です。

○福山・府中二次保健医療圏は，救急医療について岡山県井笠地域と県境を越えて相互に連携
しています。しかし，小児救急医療拠点病院と総合周産期母子医療センターが設置されてお
らず，特に，小児救急医療の拠点化は喫緊の課題となっています。

○県境を越えた医療広域連携体制の構築に向けた検討を行う「広島・岡山県境を越えた医療広
域連携会議」が 2017 年（平成 29 年）７月に再開され，救急医療・小児救急医療・周産期医
療の連携に向けた協議が行われています。

○2018 年（平成 30 年）の本圏域の医師数は，人口 10 万人当たり 206.0 人，産婦人科と小児科
の医師数はそれぞれ 7.3 人，10.9 人と，倉敷市圏域等と比べて少ない状況です。こうした中，
医師の地域間や診療科間の偏在解消に向け，広島・岡山両県において，2020 年度（令和 2 年
度）からの医師確保計画が策定されたところです。

○さらに，看護師等のコメディカル※20 の人材確保も喫緊の課題となっています。

図表３-22 医療施設数等の状況
（単位：施設）

一般病院数 一般診療所数 人口千人当たりの
医療施設数

三原市 10 68 0.83 
尾道市 10 124 0.98 
福山市 36 344 0.82 
府中市 3 35 0.96 
世羅町 1 9 0.61 
神石高原町 1 4 0.54 
笠岡市 3 42 0.92 
井原市 3 29 0.79 
備後圏域 67 655 0.85 

広島県 209 2,550 0.99 
岡山県 146 1,654 0.95 

倉敷市圏域 54 575 0.82 
姫路市圏域 77 937 0.78 
広島市圏域 171 2,152 1.02 
（注）人口千人当たりの医療施設数は，「一般病院数」と「一般診療所数」の合計

を住民基本台帳の人口で除して算出
（資料）厚生労働省「平成 30（2018）年医療施設（動態）調査」，総務省「住民基

本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（平成 30 年 1 月 1 日現在）」

※ 20．コメディカル：医師の指示の下に医療行為を行う医療専門職種の総称。看護師，助産師，保健師，理学療法
士，作業療法士，診療放射線技師，臨床検査技師，（管理）栄養士など
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図表３-23 二次保健医療圏の入院患者流出入率
（単位：％）

推計流入
患者割合

推計流出
患者割合 流出入差 所属自治体

（岡山）県南西部 倉敷市，総社市，早島町，笠岡市，井原市，
浅口市，里庄町，矢掛町

（広島）尾三 ▲ 三原市，尾道市，世羅町

（広島）福山・府中 福山市，府中市，神石高原町

岡山県
広島県
全国

（資料）厚生労働省「平成 29年患者調査」

図表３-24 医師数・産婦人科医師数等の状況
（単位：人）

医師数 産婦人科
医師数

小児科
医師数

人口 万人
当たりの
医師数

人口 万人
当たりの

産婦人科医師数

人口 万人
当たりの

小児科医師数
三原市 183 9 8 195.3 9.6 8.5
尾道市 348 11 20 254.5 8.0 14.6
福山市 977 36 50 211.4 7.8 10.8
府中市 56 1 1 141.0 2.5 2.5
世羅町 23 2 1 140.9 12.3 6.1
神石高原町 7 0 0 75.7 0.0 0.0
笠岡市 86 3 9 175.1 6.1 18.3
井原市 66 0 3 162.3 0.0 7.4
備後圏域 1,746 62 92 206.0 7.3 10.9

広島県 7,286 227 378 260.2 8.1 13.5
岡山県 5,849 167 310 308.7 8.8 16.4

倉敷市圏域 2,139 54 113 278.5 7.0 14.7
姫路市圏域 6,442 187 331 281.9 8.2 14.5
広島市圏域 2,562 90 150 197.9 7.0 11.6
（注）１．複数の診療科に従事している場合は，主として従事する診療科で計上された医師数

２．「産婦人科」には，「産科」を含む。
３．人口 10 万人当たりの医師数・産婦人科医師数・小児科医師数は，住民基本台帳の人口に基づき算出

（資料）厚生労働省「平成 30（2018）年医師・歯科医師・薬剤師統計」

図表３-25 備後圏域の拠点病院等の状況

二次保健
医療圏 医療機関

三次救急
医療

（地域救急救命セン
ター含む。）

小児救急
医療拠点
（△は二次救急

輪番）

地域周産期
母子医療
センター

がん診療連携
拠点病院
（県指定含む。）

災害拠点
病院

福山・
府中

福山市民病院 ○ △ ○ ○
国立病院機構福山医療センター △ ○ ○
公立学校共済組合中国中央病院 △ ○
日本鋼管福山病院 △ ○

尾三
厚生連尾道総合病院 ○ ○ ○ ○ ○
三原赤十字病院 〇
興生総合病院 〇

（資料）広島県「広島県保健医療計画（第７次）地域計画」
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図表３-26 備後圏域の救急医療体制

県 二次保健
医療圏

初期救急医療機関
休日夜間急患センター

二次救急医療機関
病院群輪番制参加病院 協力病院当番制病院

広
島
県

福山・府中

・福山夜間成人診療所

・福山夜間小児診療所

・福山市歯科医師会口腔
保健センター

・神原病院
・楠本病院
・公立学校共済組合中国中央
病院（小児含む。）

・国立病院機構福山医療セン
ター（小児含む。）

・小畠病院
・山陽病院
・セントラル病院
・寺岡記念病院
・寺岡整形外科病院
・西福山病院
・日本鋼管福山病院
（小児含む。）

・沼隈病院
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―

尾三

・尾道市立夜間救急診療
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（資料）広島県「広島県保健医療計画（第７次）地域計画」，岡山県「第８次岡山県保健医療計画」
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図表３-26 備後圏域の救急医療体制
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【方向性】

■高度医療・救急医療体制等の確保

住民の医療ニーズが多様化・増大する中，安定した医療提供体制・救急医療体制を確保す
るため，医療機関等との連携強化を図ります。また，広島・岡山両県と連携し，小児救急医
療の拠点化を図るとともに，周産期に係る高度医療の機能強化をめざします。

■医師の確保・看護職員等の養成・確保

広島・岡山両県や圏域市町，関係機関等と連携し，医師の確保に努めます。また，看護師
等学校・養成所や医療機関等と連携し，圏域内で養成した看護職員が圏域内に定着する取組
を推進するとともに，2019 年（令和元年）７月に開設された広島県ナースセンター・サテラ
イト福山と引き続き連携し，離職中の看護師資格保有者に対する再就職支援等を行うなど，
看護職員の養成・確保に努めます。
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（２）都市基盤

【取り巻く環境】

○国は，「コンパクト・プラス・ネットワーク※21」の考えに基づき，居住や都市機能の集約を図
り，住民生活の利便性の維持・向上や地域経済の活性化，行政サービスの効率化等をめざし
ています。こうした中，特に，山間部や島しょ部の住民の生活を支えるため，都市部への公
共交通など，移動手段の確保が課題となっています。また，今後，多くの公共施設が老朽化
し，大規模な改修等が必要となる中，住民ニーズや社会変化に適切に対応した公共施設等サ
ービスの再構築が求められています。

○本圏域は，鉄道やバス路線が県境を越えてつながっており，どの交通機関においても利用者
の減少や乗務員の不足等により，路線の維持・確保が非常に厳しい状況にあります。こうし
た中，福山市と笠岡市においては，共同で地域公共交通に係る計画を策定し，誰もが移動し
やすく，人の交流が活発になる地域公共交通の実現に向けて取組を進めています。

○一般国道２号では，朝夕の通勤時間帯を中心に交通渋滞が常態化しており，渋滞解消に向け
た対策が求められています。また，福山道路・木原道路・笠岡バイパスなど，圏域内の幹線
道路の整備により，空港や港湾等と連携した交流・物流の機能強化が図られ，経済など幅広
い分野の活性化が期待されています。

○圏域市町の中心市街地においては，まちの魅力を高める都市機能の再構築が求められていま
す。特に，本圏域の玄関口である福山駅周辺は，ウォーカブル※22な人中心の空間への転換等
により，多様な人々の出会い・交流を通じたイノベーションの創出や人間中心の豊かな生活
の実現，国際競争力の向上による圏域全体の発展のけん引等が期待されています。

○住民生活をより豊かにするため，ドローンや自動走行，AI・IoT，５G等の先端技術を活用し
た都市基盤の整備が期待されています。

○近い将来の発生が予測されている南海トラフ地震等の大規模災害のほか，台風や近年多発し
ている豪雨災害等への備えの強化は，国を挙げての課題となっています。

※ 21．コンパクト・プラス・ネットワーク：行政や医療・福祉・介護，商業，金融，エネルギー供給等の生活に必
要な各種サービスが効率的に提供できるよう，これらの機能を一定の地域に集約することで「まとまり」を
つくり，交通や情報ネットワークによって「まとまり」同士を結ぶ「つながり」をつくること。

22．ウォーカブル：歩行者を中心とする都市設計の考え方やそのコンセプトに沿った設計のこと。
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図表３-27 備後圏域の交通網

（資料）国土交通省中国地方整備局ホームページほか

交通網マップ
挿入

広
島
県

岡
山
県

広島空港
三原久井IC 尾道IC

尾道北IC

世羅IC

中国横断自動車道
尾道松江線

（中国やまなみ街道）

西瀬戸自動車道
（瀬戸内しまなみ海道）

山陽自動車道

西瀬戸尾道IC

向島IC

因島北IC

生口島北IC

生口島南IC

因島南IC

尾道大橋出入口

福山西IC

福山SA
    スマートIC

福山東IC

笠岡IC

尾道JCT

本郷IC

福山本郷道路

広島中央
フライトロード

三原BP 尾道BP

赤坂BP

笠岡BP
玉島笠岡道路

福山道路

福山環状道路
福山御調道路

松永道路

木原道路

呉線

山陽本線

福塩線

井原線

山陽新幹線

尾道糸崎港

福山港

2

2

182

486

486

432

432

184

185

317

313

313

486

三原市

井原市

笠岡市

福山市

尾道市

府中市世羅町

神石高原町

◯高速道路・一般国道自動車専用道路
　供  　用  　中

◯地域高規格道路
　供  　用  　中
　建設中・調査中
　候   補   道   路

◯一   般   国   道

凡例

P.26
図表2-33　備後圏域の交通網（全体）
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【方向性】

■公共交通網の維持・確保

通院や買物等の住民の日常生活を支えるため，行政・交通事業者・地域が役割分担をし，
地域交通の確保やデマンド交通の導入促進，自動走行の検討など，車移動が困難な住民の移
動手段の維持・確保をめざします。

■公共施設の広域的な管理・運用等

人口減少や少子高齢化の進行に伴い，変化する公共施設への行政需要を踏まえ，公共施設
の広域的な管理・運用の研究等に取り組みます。

■中心市街地の活性化等

本圏域のにぎわい・魅力の創出や持続的な経済活動の発展のため，福山駅前等の中心市街
地の活性化やヒト・モノ・コトの活発な交流を支える拠点づくりに取り組みます。また，本
圏域の経済発展を担う道路，港湾等の都市基盤の整備にも取り組みます。

■首都機能のバックアップ体制整備

首都圏で大規模災害や事故等が発生した場合に備え，歴史的に見て災害が比較的少ない本
圏域の強みを生かし，政治・経済や金融，情報等の中枢機能をバックアップできる体制の整
備を検討します。
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第２期びんご圏域ビジョン

（３）高等教育

【取り巻く環境】

○本圏域には，2019 年（令和元年）時点で６つの大学等があり，約 8,500 人の学生と約 200人
の大学院生が在学しています。

○地域コミュニティの衰退やグローバル化など，社会が急激に変化している中，社会の知的基
盤である大学等は，社会の期待に応えこれからの圏域を支える人材の育成や，生涯学習の推
進など知の拠点としての役割とともに，圏域内の大学等や高等学校，企業等との連携強化が
求められています。

図表３-28 備後圏域の大学等・大学院の学科と学生数
（単位：人）

大学 学部・学科 学生数 大学院 研究科・専攻科
大学院生数

修士
課程

博士
課程 合計

県立広島大学
（三原キャンパス）

保健福祉学部 県立広島大学
（三原キャンパス）

保健福祉学専攻 60 － 60
（合計） （合計） 60 0 60

尾道市立大学
経済情報学部

尾道市立大学

経済情報研究科 10 － 10
芸術文化学部 日本文学研究科 4 － 4
（合計） 芸術研究科 24 － 24

福山市立大学
教育学部 （合計） 38 0 38
都市経営学部

福山市立大学
教育学研究科 13 － 13

（合計） 都市経営学研究科 6 － 6

福山大学

経済学部 （合計） 19 0 19
人間文化学部

福山大学

経済学研究科 15 － 15
工学部 人間科学研究科 10 － 10
生命工学部 工学研究科 16 － 16
薬学部 薬学研究科 － 6 6
（合計） （合計） 41 6 47

福山平成大学

経営学部

福山平成大学

経営学 － － 0
福祉健康学部 スポーツ健康科学 6 － 6
看護学部 看護学 1 － 1
（合計） 助産学専攻科 9 － 9

中国職業能力開発
大学校附属福山職
業能力開発短期大
学校

生産技術科 （合計） 16 0 16
電気エネルギー制御科 ５大学合計 6 180
電子情報技術科
（合計）

５大学・１短期大学校合計
（注）2019 年（令和元年）５月１日現在
（資料）各大学等ホームページほか

【方向性】

■高度で専門的な技術支援に向けた環境整備

本圏域の強みであるものづくり産業の更なる発展や新たな成長分野の創造に向け，研究機
関等と連携しながら専門的な技術支援に取り組みます。

■知の拠点を活用した人材育成・情報発信

知の拠点として，住民の学ぶ機会を創出するとともに，産学金官民で連携しながら，社会
の期待に応えこれからの圏域を支える人材の育成や，情報発信に取り組みます。
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４ 住民サービス

（１）医療・福祉・介護サービス

【取り巻く環境】

○本圏域の高齢化率は，2040 年（令和 22年）には 35.8％になる見込みであり，介護を必要と
する高齢者の増加も予測されています。このため，高齢者が住み慣れた地域で安心して暮ら
し続けることができるよう，認知症対策や地域全体で高齢者の生活を支える仕組みづくりが
重要です。あわせて，福祉・介護人材の育成・確保や，住民が抱える健康上の不安や悩みを
受け止め，的確に対応できる医療提供体制の確保も求められています。

○障がいのある人が地域で安心して暮らせるよう，相談支援体制の充実や障がいの早期発見・
早期対応が求められています。

○こども発達支援センターは，2012 年度（平成 24 年度）の開設以降，延べ約 23,000 人が利用
しており，引き続き，圏域全体を支援できる体制の更なる充実が求められています。

図表３-29 備後圏域の介護老人福祉施設の状況

（資料）厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」

図表３-30 備後圏域の障がい者支援施設等の状況

（資料）厚生労働省「社会福祉施設等調査」
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４ 住民サービス

（１）医療・福祉・介護サービス

【取り巻く環境】

○本圏域の高齢化率は，2040 年（令和 22年）には 35.8％になる見込みであり，介護を必要と
する高齢者の増加も予測されています。このため，高齢者が住み慣れた地域で安心して暮ら
し続けることができるよう，認知症対策や地域全体で高齢者の生活を支える仕組みづくりが
重要です。あわせて，福祉・介護人材の育成・確保や，住民が抱える健康上の不安や悩みを
受け止め，的確に対応できる医療提供体制の確保も求められています。

○障がいのある人が地域で安心して暮らせるよう，相談支援体制の充実や障がいの早期発見・
早期対応が求められています。

○こども発達支援センターは，2012 年度（平成 24 年度）の開設以降，延べ約 23,000 人が利用
しており，引き続き，圏域全体を支援できる体制の更なる充実が求められています。

図表３-29 備後圏域の介護老人福祉施設の状況

（資料）厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」

図表３-30 備後圏域の障がい者支援施設等の状況

（資料）厚生労働省「社会福祉施設等調査」
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図表３-31 備後圏域の介護を必要としている高齢者の割合

（資料）総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」，厚生労働省「介護保険事業状況報告」

図表３-32 こども発達支援センターの延べ利用人数
（上段：人，下段：％）

三原市 尾道市 福山市 府中市 世羅町 神石高原町 笠岡市 井原市 合計
年度

平成 年度
年度

平成 年度
年度

平成 年度
年度

平成 年度
年度

平成 年度
年度

平成 年度
年度

平成 年度
（注）2012 年（平成 24 年）10 月 22 日相談開始，2012 年（平成 24 年）11 月１日診療開始
（資料）福山市資料
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平成 年度

年度

平成 年度

年度

平成 年度

年度

平成 年度

年度

平成 年度

年度

平成 年度

（％）（人）

高齢者人口（左軸）
要介護（要支援）認定者数（左軸）
高齢者人口に占める要介護（要支援）認定者の割合（右軸）
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【方向性】

■地域医療の充実

広島・岡山両県や関係機関等と連携する中で，地域完結型医療の提供をめざします。
■地域包括ケアシステムの充実

一人暮らしの高齢者や高齢者のみの世帯が増加する中，住み慣れた地域で安心して暮らし
続けることができるよう，医療と介護等を一体的に提供する地域包括ケアシステムについて，
圏域市町でのノウハウの共有や多様な主体との連携により，体制の更なる充実を図ります。
また，それを支える人材の育成・確保の取組も推進します。

■障がいのある人が生き生きと暮らせる環境整備

誰もが，生き生きと学び，健やかに過ごせるよう，障がいの原因となる病気等の予防・早
期発見・早期治療等につながる保健・医療・福祉・教育の連携強化や，それを支える人材の
育成・確保をめざします。
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（２）健康づくり

【取り巻く環境】

○全国の国民医療費は年々増加しており，今後の高齢化の進行により更なる増大が予測されま
す。

○本圏域のがん検診受診率は，全国や広島・岡山両県よりも高い状況です。
○誰もが，いつまでも健康で，生き生きと暮らせるよう，健康寿命の延伸に向けた取組の充実
が求められています。

図表３-33 全国の国民医療費・対国内総生産比率・対国民所得比率の年次推移

（資料）厚生労働省「平成 29年度国民医療費の概況」

図表３-34 １人当たりの実績医療費（市町村国民健康保険）の年次推移

（注）備後圏域の値は，市町別１人当たりの実績医療費に人口を掛け，合算することで圏域内実績医療費を算出
し，圏域全体の人口で割った数値とする。

（資料）厚生労働省「医療費の地域差分析」，総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」

国民医療費

対国内総生産（対国内総生産（対国内総生産（対国内総生産（ ）比率

対国民所得（ ）比率

元 （ ） （ ） （ ）

（％）

（年度）

（兆円）

国
民
医
療
費

対
国
内
総
生
産
比
率
・
対
国
民
所
得
比
率

元

年度

（平成 年度）

年度

（平成 年度）

年度

（平成 年度）

年度

（平成 年度）

年度

（平成 年度）

年度

（平成 年度）

（千円）

全国 備後圏域 広島県 岡山県
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年度

（平成 年度）
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年度

（平成 年度）

年度
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（平成 年度）

年度

（平成 年度）

年度

（平成 年度）

（％）

全国 広島県 岡山県

図表３-35 がん検診受診率

（資料）厚生労働省「平成 29年度地域保健・健康増進事業報告」

図表３-36 特定健診受診率の推移

（資料）厚生労働省「特定健康診査・特定保健指導に関するデータ」

【方向性】

■健康づくりの推進

誰もが，健康で，自立した生活を送ることができるよう，介護予防や地域で取り組む健康
づくり等を推進し，健康寿命の延伸をめざします。また，住民の健康増進のため，がん検診
や特定健診等の受診率向上に向けた取組を推進します。

胃がん 肺がん 大腸がん 子宮がん 乳がん

（％）

全国 備後圏域 広島県 岡山県
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図表３-35 がん検診受診率

（資料）厚生労働省「平成 29年度地域保健・健康増進事業報告」

図表３-36 特定健診受診率の推移

（資料）厚生労働省「特定健康診査・特定保健指導に関するデータ」

【方向性】

■健康づくりの推進

誰もが，健康で，自立した生活を送ることができるよう，介護予防や地域で取り組む健康
づくり等を推進し，健康寿命の延伸をめざします。また，住民の健康増進のため，がん検診
や特定健診等の受診率向上に向けた取組を推進します。

胃がん 肺がん 大腸がん 子宮がん 乳がん

（％）

全国 備後圏域 広島県 岡山県
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（３）出産・子育て

【取り巻く環境】

○本圏域の合計特殊出生率は，2013 年（平成 25年）から 2017 年（平成 29 年）までの５年間
の平均が 1.65 で，全国や広島・岡山両県を上回っています。

○仕事と子育ての両立を支援するため，保育所等を中心に多様な保育ニーズに対応するきめ細
かな支援の更なる充実が求められています。

○圏域市町では，妊娠期から子育て期まで切れ目のない支援を行う相談窓口「子育て世代包括
支援センター」を開設するなど，それぞれの地域の特性に応じた子育て施策の充実に取り組
んでいます。

図表３-37 合計特殊出生率の推移

（注）１．合計特殊出生率は，該当期間の母親の年齢別出生数の合計を中間年に実施された国勢調査の
該当年齢の女性人口（日本人）で除して算出

２．ただし，1994 年（平成６年）以前の市区町村別の母親の年齢別出生数が公開されていないた
め，備後圏域の 1993 年（平成５年）～1997 年（平成９年）以前の数値は，人口動態保健所・
市区町村別統計の圏域市町の合計特殊出生率を当該年齢の女性人口を用いて加重平均して
算出

３．2008 年（平成 20 年）～2012 年（平成 24 年）以前の全国と広島・岡山両県の数値は，人口
動態保健所・市区町村別統計の数値を掲載

（資料）厚生労働省「人口動態統計」，「人口動態保健所・市区町村別統計」，総務省「国勢調査」
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～ 年 平成 年
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～ 年 平成 年
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図表３-38 保育所・幼稚園数の状況
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

保育所等数 保育所等
児童数

保育所等
か所当たり

の児童数

人口 万人
当たりの

保育所等数

保育所等
入所待機
児童数

幼稚園数 幼稚園
園児数

幼稚園
か所当たり

の園児数

人口 万人
当たりの
幼稚園数

（所） （人） （人 所） （所 万人） （人） （園） （人） （人 園） （園 万人）
三原市 27 1,876 69.5 2.9 4 20 922 46.1 2.1 
尾道市 21 2,531 120.5 1.6 0 16 855 53.4 1.2 
福山市 143 12,269 85.8 3.1 10 45 3,615 80.3 1.0 
府中市 12 964 80.3 3.1 0 1 74 74.0 0.3 
世羅町 6 466 77.7 3.7 0 0 0 0.0 0.0 
神石高原町 5 141 28.2 5.6 0 1 30 30.0 1.1 
笠岡市 18 1,107 61.5 3.7 0 11 156 14.2 2.3 
井原市 11 775 70.5 2.7 0 13 250 19.2 3.2 
備後圏域 243 20,129 82.8 2.9 14 107 5,902 55.2 1.2 
（注）④・⑨の人口は，総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」に基づく。
（資料）各市町資料，厚生労働省「保育所等関連状況取りまとめ（平成 31 年４月１日）」，広島県「令和元年度学

校基本調査結果報告」，岡山県「令和元年度岡山県学校基本統計（学校基本調査報告書）」，総務省「住民
基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」

【方向性】

■小児救急医療体制の構築

安心して子どもを生み育てられるよう，広島・岡山両県など関係機関と連携する中で，持
続可能な小児救急医療体制の構築をめざします。

■子どもを生み育てやすい環境づくりの推進

核家族化の進行や女性の社会進出等により多様化する子育て支援ニーズに対応するため，
保育所等の保育の受け皿確保を始め，子育て世代包括支援センターなど相談支援体制の充実，
企業等におけるワーク・ライフ・バランスを推進します。また，関係機関と連携して，母子
周産期医療体制の構築をめざします。
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図表３-38 保育所・幼稚園数の状況
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

保育所等数 保育所等
児童数

保育所等
か所当たり

の児童数

人口 万人
当たりの

保育所等数

保育所等
入所待機
児童数

幼稚園数 幼稚園
園児数

幼稚園
か所当たり

の園児数

人口 万人
当たりの
幼稚園数

（所） （人） （人 所） （所 万人） （人） （園） （人） （人 園） （園 万人）
三原市 27 1,876 69.5 2.9 4 20 922 46.1 2.1 
尾道市 21 2,531 120.5 1.6 0 16 855 53.4 1.2 
福山市 143 12,269 85.8 3.1 10 45 3,615 80.3 1.0 
府中市 12 964 80.3 3.1 0 1 74 74.0 0.3 
世羅町 6 466 77.7 3.7 0 0 0 0.0 0.0 
神石高原町 5 141 28.2 5.6 0 1 30 30.0 1.1 
笠岡市 18 1,107 61.5 3.7 0 11 156 14.2 2.3 
井原市 11 775 70.5 2.7 0 13 250 19.2 3.2 
備後圏域 243 20,129 82.8 2.9 14 107 5,902 55.2 1.2 
（注）④・⑨の人口は，総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」に基づく。
（資料）各市町資料，厚生労働省「保育所等関連状況取りまとめ（平成 31 年４月１日）」，広島県「令和元年度学

校基本調査結果報告」，岡山県「令和元年度岡山県学校基本統計（学校基本調査報告書）」，総務省「住民
基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」

【方向性】

■小児救急医療体制の構築

安心して子どもを生み育てられるよう，広島・岡山両県など関係機関と連携する中で，持
続可能な小児救急医療体制の構築をめざします。

■子どもを生み育てやすい環境づくりの推進

核家族化の進行や女性の社会進出等により多様化する子育て支援ニーズに対応するため，
保育所等の保育の受け皿確保を始め，子育て世代包括支援センターなど相談支援体制の充実，
企業等におけるワーク・ライフ・バランスを推進します。また，関係機関と連携して，母子
周産期医療体制の構築をめざします。
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（４）安心・安全

【取り巻く環境】

○歴史的に見ると，本圏域は災害が比較的少ない地域ではありますが，2018 年（平成 30 年）
の西日本豪雨災害では，甚大な被害が発生しました。また，圏域内には活断層が存在すると
ともに，土砂災害警戒区域の指定も多いことから，地震や台風，豪雨等の自然災害に対応で
きる災害に強い圏域づくりが求められています。

○東日本大震災では，住民自身による自助や地域コミュニティにおける共助が地震発生直後の
救助・救出等で重要な役割を果たしたことから，本圏域においても，今後，発生が懸念され
る南海トラフ地震等の大規模災害に備え，自助・共助を中心とする地域防災力の向上が重要
となっています。一方，公助として地域防災の一翼を担う消防団は，団員数の減少や高齢化
が懸念されています。

○本圏域の６市２町は，2012 年（平成 24 年）に災害時の相互応援に関する協定を締結し，ま
た，2015 年（平成 27 年）には中海・宍道湖・大山圏域市長会と災害時の相互応援に関する
協定を締結するなど，大規模災害への備えの充実・強化を行っています。

【方向性】

■地域防災を担う専門人材の育成・充実

日頃から，自主防災組織など地域が中心となって防災活動を行うとともに，災害発生時に
は率先して避難誘導や避難行動要支援者の避難支援等ができる防災リーダーや防災士等の人
材を育成・充実させます。

■災害時の対応力強化

協定に基づき，圏域市町間や圏域同士の協力が円滑に実施できるよう，日頃から相互連携
や情報共有を行うなど，災害時の対応力を強化します。また，ICT※23 やドローン等の先端技
術の活用も推進します。

※ 23．ICT：「Information and Communication Technology」の略。情報・通信に関する技術の総称
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（５）環境・エネルギー

【取り巻く環境】

○本圏域のごみ排出量は減少傾向にありますが，圏域内のごみ処理施設はどの施設も老朽化が
著しいことから，新たなごみ処理体制の構築が必要となっています。

○気候変動対策を推進するため，国内外で温室効果ガスの更なる排出抑制に向けた取組が進め
られています。

○大規模災害発生時に迅速かつ適正な災害廃棄物処理を行うため，平時からの備えとして，廃
棄物処理体制の検討や計画策定，相互協力体制の整備を行う必要があります。

図表３-39 ごみ排出量
（単位：トン）
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図表３-40 備後圏域のごみ処理施設
市町名 施設名 備考

三原市 三原市清掃工場 可燃ごみ
不燃物処理工場 不燃ごみ

尾道市

尾道市クリーンセンター 可燃ごみ・不燃ごみ・粗大ごみ・資源ごみ
尾道市容器包装プラスチック処理施設 容器包装プラスチックごみ
因瀬クリーンセンター 可燃ごみ
因島リサイクルセンター 不燃ごみ・粗大ごみ・資源ごみ
尾道市原田最終処分場 最終処分
因島一般廃棄物最終処分場 最終処分
瀬戸田名荷埋立処分地 最終処分

福山市

福山市次期ごみ処理施設（ 年（令和 年） 月供用開始予定） 可燃ごみ・可燃粗大ごみ
ごみ固形燃料工場（ 年度（令和 年度）以降休止予定） 可燃ごみ
西部清掃工場（ 年度（令和 年度）以降休止予定） 可燃ごみ
新市クリーンセンター（ 年度（令和 年度）以降休止予定） 可燃ごみ
深品クリーンセンター（ 年度（令和 年度）以降休止予定） 可燃ごみ

リサイクル工場 容器包装プラスチックごみ・不燃ごみ・可燃
粗大ごみ

内海リサイクルセンター 不燃ごみ
福山リサイクルセンター（民間施設） 資源ごみ
神辺クリーンセンター（民間施設） 資源ごみ・不燃ごみ
箕沖埋立地 最終処分
慶応浜埋立地 最終処分
内海埋立地 最終処分
新市埋立地 最終処分
深品埋立地 最終処分

府中市
府中市クリーンセンター 可燃ごみ・可燃粗大ごみ
府中市埋立センター 最終処分
府中市北部クリーンステーション 粗大ごみ（ストックヤード）

神石高原町 クリーンセンターじんせき 可燃ごみ
神石高原町グリーンセンター陽光 不燃ごみ

笠岡市

岡山県西部衛生施設組合井笠広域資源化センター 不燃ごみ・粗大ごみ
岡山県西部衛生施設組合井笠広域資源化センター
リサイクルプラザ 資源ごみ

岡山県西部衛生施設組合見崎山埋立処分地 最終処分

井原市 岡山県井原地区清掃施設組合井原クリーンセンター 可燃ごみ
井原市一般廃棄物埋立処分場 最終処分

（資料）各市町資料

【方向性】

■廃棄物の広域処理

国の廃棄物処理施設整備計画や広島県の第４次広島県廃棄物処理計画等に基づき，廃棄物
の広域処理についての検討や施設整備を行います。

■再生可能エネルギーの地産地消

本圏域の低炭素化と経済の活性化のため，再生可能エネルギーの地産地消を推進します。
■災害廃棄物処理体制の強化

大規模災害発生時には，市町単独での廃棄物処理が困難になるおそれがあることから，圏
域市町を中心とした災害廃棄物処理体制の構築をめざします。



第３章 備後圏域を取り巻く環境と方向性

（６）行政サービス

【取り巻く環境】

○自治体は多くの情報を取り扱うことから，外部からの攻撃や大規模災害，不用意な漏えいと
いった危険に常にさらされています。また，高度化する情報システムの維持は，財政的にも
人的にも大きな負担となっています。

○自治体の財政的・人的負担を軽減し，より質の高い行政サービスを提供するために，国が先
導し，窓口業務の民間委託と併せ，自治体クラウドなど基幹系システムの共同利用を推奨し
ています。

○広島県では，電子申請システム・公共施設予約システムの県・市町での共同利用や，西部３
市３町での自治体クラウドの共同導入等が進んでいます。また，岡山県では，市町単独によ
る自治体クラウドの導入が先行していますが，一部では共同導入も行われています。

○人口減少の進行に伴い，税収や職員が減少していく中，行政サービスの水準を維持していく
ために，職員の知見・技術等の共有・向上や，RPA※24，AI・IoT 等の先端技術の活用が求めら
れています。

【方向性】

■システムの共通化等による行政サービスの向上

開発・調達コストを抑えながら高度な行政サービスを提供するため，圏域内での業務・事
務処理システムの共通化等を検討します。また，RPA や AI・IoT 等の先端技術の活用も推進
します。

■職員の知見・技術等の共有・向上

自治体間で業務の手法や情報を交換するなどし，職員の知見・技術等の共有・向上を図り
ます。

※ 24．RPA：「Robotic Process Automation」の略。ソフトウェア上のロボットによる業務工程の自動化
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うち関東県以外

の出身者（ｎ＝ ）

全体（ｎ＝ ）

（％）

今後１年以内に移住する予定・検討したいと思っている

今後５年をめどに移住する予定・検討したいと思っている

今後 年をめどに移住する予定・検討したいと思っている

具体的な時期は決まっていないが，検討したいと思っている

検討したいと思わない

（７）地域振興

【取り巻く環境】

○全国的に空き家率が高くなっており，防災・防犯や地域活性化の観点からも効果的な対策が
求められています。

○「東京在住者の今後の移住に関する意向調査」の回答者のうち，全体の約４割，中でも関東
圏以外の出身者については５割近くが，移住予定や移住を希望しています。

○人口減少や少子高齢化が進行し，地域づくりの担い手不足の深刻化が懸念される中，近年，
「関係人口」と言われる地域外の人材が地域と多様に関わりながら地域づくりの担い手にな
ることが期待されています。

○本圏域には道の駅が８か所あり，地域振興の拠点としての役割が期待されています。

図表３-41 全国の総住宅数・空き家数・空き家率の推移

（資料）総務省「住宅・土地統計調査」

図表３-42 東京在住者の今後の移住に関する意向

（資料）まち・ひと・しごと創生会議（第１回（平成 26 年９月 19 日））提出資料
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図表３-43 備後圏域の道の駅
市町名 道の駅名

三原市
よがんす白竜
みはら神明の里

尾道市 クロスロードみつぎ
福山市 アリストぬまくま
府中市 びんご府中
世羅町 世羅
神石高原町 さんわ ステーション
笠岡市 笠岡ベイファーム

（資料）各市町資料

【方向性】

■定住人口等の増加に向けた情報発信・環境整備

移住を考えている人に対し，本圏域の魅力等を効果的に情報発信していくとともに，相談
窓口の開設や就職相談会の実施など，定住人口の増加に向けた環境整備に取り組みます。ま
た，大都市圏とのつながりを強化するため，交流人口や関係人口等の創出・拡大にも取り組
みます。

■道の駅等を活用した地域活性化

地域資源を生かした特産品の開発や販売促進に取り組むなど，圏域内にある道の駅等のネ
ットワーク化を行うことで，地域活性化につながる仕組みの構築をめざします。

■デマンド交通等の移動手段の充実

車移動が困難な住民を支援するため，コミュニティバスや乗合タクシー等を使ったデマン
ド交通の導入促進や自動走行の検討など，多様な移動手段の充実をめざします。

■大学との連携による地域振興

大学の持つノウハウを生かした地域課題の解決など，大学と地域の連携を促進し，地域活
性化につながる仕組みの構築をめざします。
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（８）歴史・文化・教育・スポーツ

【取り巻く環境】

○2017 年（平成 29年）に築城 450 年を迎えた三原城に続き，2022 年（令和４年）には福山城
が築城 400 年を迎えるなど，圏域内の歴史・文化資源への注目度が高まっており，効果的な
活用が求められています。

○本圏域には，文化庁が認定する日本遺産が尾道市に３件，福山市に１件，笠岡市に１件あり，
更なる魅力発信と地域活性化が期待されています。

○鞆の浦は，全国で唯一，同一地域で「ユネスコ記憶遺産（世界の記憶）」・「重要伝統的建造物
群保存地区」・「日本遺産」の３つに選定されています。

○本圏域では，ふくやま芸術文化ホール（リーデンローズ）など芸術・文化施設の利用件数が
増加しており，住民の自主的な活動が促進されるよう，優れた芸術・文化に触れる機会の更
なる充実が求められています。

○子どもの社会性や規範意識を育てるため，文化体験活動や職場体験活動など，家庭や地域社
会が連携しながら，地域の特徴的な文化や地元企業に触れる機会の充実が求められています。

○東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に伴い，スポーツに関心を持つ人の
更なる増加が見込まれます。本圏域では，メキシコ合衆国のオリンピック・パラリンピック
チームとパラグアイ共和国のオリンピックチームを受け入れます。

○全国的に，スポーツの力で人々の生活を楽しく，健康で生き生きとしたものにし，活力ある
社会を実現するため，スポーツを「する」・「観る」・「支える」といった多様な形によるスポ
ーツ参画人口の拡大が推進されています。

○本圏域には，高校駅伝，高校ラグビー，高校ソフトボール，高校新体操，高校柔道，高校野
球，社会人野球など，全国を代表するスポーツ資源があるとともに，国際サイクリング大会
を始めとした，様々な大会やイベントが開催されています。

○新たに整備した福山市総合体育館（エフピコアリーナふくやま）は，隣接する公園・芦田川
緑地かわまち広場と合わせて，本圏域の新たな交流拠点としての活用が期待されています。
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図表３-44 備後圏域の主な城郭

（注）国・県指定史跡を抜粋
（資料）広島・岡山両県ホームページ

図表３-45 備後圏域の日本遺産
市町名 ストーリータイトル

尾道市

尾道水道が紡いだ中世からの箱庭的都市

“日本最大の海賊”の本拠地：芸予諸島
～よみがえる村上海賊“Murakami KAIZOKU”の記憶～
荒波を越えた男たちの夢が紡いだ異空間
～北前船寄港地・船主集落～

福山市 瀬戸の夕凪が包む国内随一の近世港町
～セピア色の港町に日常が溶け込む鞆の浦～

笠岡市 知ってる 悠久の時が流れる石の島
～海を越え、日本の礎を築いた せとうち備讃諸島～

（資料）文化庁「日本遺産ポータルサイト」
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図表2-52　備後圏域の主な城郭
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図表３-46 備後圏域の主なホール 図表３-47 備後圏域の主な博物館等
市町名 名称 収容人員 市町名 名称

三原市
三原市芸術文化センター ポポロ 1,209 三原市 三原市歴史民俗資料館
三原リージョンプラザ 文化ホール 405 三原市久井歴史民俗資料館
三原市本郷生涯学習センター にいたかホール 512 

尾道市

因島史料館

尾道市

しまなみ交流館 テアトロシェルネ 690 おのみち映画資料館
御調文化会館 516 御調歴史民俗資料館
むかいしま文化ホール 400 本因坊秀策囲碁記念館
因島市民会館 大ホール 855 尾道市立美術館
ベル・カントホール 646 平山郁夫美術館

福山市

ふくやま芸術文化ホール（リーデンローズ） 2,003 圓鍔勝三彫刻美術館
福山市神辺文化会館 850 尾道市立大学美術館
広島県民文化センターふくやま 530 

福山市

福山市立福山城博物館
福山市沼隈サンパル 500 福山市松永はきもの資料館（あしあとスクエア）

府中市 府中市文化センター 1,030 ふくやま文学館

世羅町 せら文化センター パストラルホール 710 広島県立歴史博物館（ふくやま草戸千軒ミュージアム）
甲山農村環境改善センター多目的ホール 400 福山市神辺歴史民俗資料館

神石高原町 さんわ総合センター やまなみ文化ホール 400 菅茶山記念館

笠岡市 笠岡市民会館 902 福山市しんいち歴史民俗博物館（あしな文化財センター）
笠岡市保健センターギャラクシーホール 444 福山市鞆の浦歴史民俗資料館

井原市
井原市民会館 972 福山市ぬまくま文化館（枝広邸）
井原市芳井生涯学習センター 506 芦田川見る視る館
アクティブライフ井原 401 福山市田尻民俗資料収蔵庫

（注）収容人員 400 人以上のホールを抜粋 福山市山野民俗資料収蔵庫
（資料）各市町ホームページほか ふくやま美術館

ふくやま書道美術館
福山市立動物園

府中市 府中市歴史民俗資料館
府中市上下歴史文化資料館

世羅町
世羅町大田庄歴史館
世羅町世羅郷土民俗資料館
世羅町せらにし郷土民俗資料館

神石高原町

神石高原町立神石民俗資料館
神石高原町立豊松歴史民俗資料館
神石高原町立豊松収蔵庫
神石高原町立三和民俗資料室

笠岡市

笠岡市立郷土館
笠岡市立カブトガニ博物館
笠岡市立竹喬美術館
笠岡市井笠鉄道記念館

井原市

井原市芳井歴史民俗資料館
井原市文化財センター「古代まほろば館」
井原市美星吉備高原神楽民俗伝承館
井原市立田中美術館

（資料）各市町資料
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【方向性】

■歴史・文化・教育の振興

史跡や重要伝統的建造物群保存地区，日本遺産等の歴史・文化資源を活用するとともに，
全国に誇れる音響特性を有するふくやま芸術文化ホール（リーデンローズ）を拠点として「ば
らのまち福山国際音楽祭」を開催するなど，歴史・文化・芸術の振興を通じた地域活性化に
取り組みます。また，未来を担う子どもたちの創造性を育む場として，地域の歴史・文化や
地元企業の魅力，先端技術・自然科学など，様々な分野を学ぶことができる環境づくりに取
り組みます。

■誰もがスポーツを楽しめる機会の創出

本圏域のスポーツ振興や住民の元気・活力・健康づくり，住民交流の促進等を図るため，
大会やイベント等を通じて，誰もが様々なスポーツを楽しめる機会や，スポーツ選手と交流
する機会等を創出します。



第３章 備後圏域を取り巻く環境と方向性

【方向性】

■歴史・文化・教育の振興

史跡や重要伝統的建造物群保存地区，日本遺産等の歴史・文化資源を活用するとともに，
全国に誇れる音響特性を有するふくやま芸術文化ホール（リーデンローズ）を拠点として「ば
らのまち福山国際音楽祭」を開催するなど，歴史・文化・芸術の振興を通じた地域活性化に
取り組みます。また，未来を担う子どもたちの創造性を育む場として，地域の歴史・文化や
地元企業の魅力，先端技術・自然科学など，様々な分野を学ぶことができる環境づくりに取
り組みます。

■誰もがスポーツを楽しめる機会の創出

本圏域のスポーツ振興や住民の元気・活力・健康づくり，住民交流の促進等を図るため，
大会やイベント等を通じて，誰もが様々なスポーツを楽しめる機会や，スポーツ選手と交流
する機会等を創出します。

第２期びんご圏域ビジョン

（９）圏域マネジメント

【取り巻く環境】

○環境問題や大規模災害，救急医療など，行政区域を越えて広域的に対応すべき課題が増えて
います。

○2011 年（平成 23 年）に，本圏域の６市２町で備後圏域連携協議会を立ち上げ，共通課題の
解決に向けた取組を進めています。

○行政において，圏域全体のマネジメント強化が必要とされています。

【方向性】

■圏域全体をマネジメントできる人材の育成

本圏域の課題解決や活性化に向けたマネジメントができる人材の育成を行うため，地域間・
自治体間の交流や，専門性を有する外部人材の活用を推進し，地域の担い手づくりや，職員
の政策形成能力の向上をめざします。
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１ 施策体系
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【分野】 【基本施策】

産業
●圏域を支える産業の

活力向上

農林水産業 ●第一次産業の活性化

観光 ●戦略的な観光振興

高度医療 ●高度医療の充実・強化

都市基盤 ●広域的な都市基盤の整備

高等教育 ●高等教育機能の充実・強化

医療・福祉・介護サービス

●医療・福祉・介護サービス等

の充実健康づくり

出産・子育て

安心・安全

●暮らしを支える

ネットワークの構築
環境・エネルギー

行政サービス

地域振興
●地域資源を活用した

圏域の魅力づくり

歴史・文化・教育・スポーツ

圏域マネジメント
●圏域マネジメント能力

の強化

【視点】
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都
市
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能
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【具体的取組】 【方向性】

●成長戦略のフォローアップ
●圏域の産業に関する調査・分析
●産業支援拠点機能の充実
●地域の産業集積による競争力向上
●中小企業事業者のイノベーション等の推進
●創業支援
●雇用対策

 

●圏域経済の好循環の促進 
●中小企業の活力向上 
●圏域の強みを生かした成長産業への支援 
●多様な人材の育成・確保 
●多様な働き方の推進 

 

●６次産業化の推進
●第一次産業振興のための環境整備

 
●６次産業化・農商工連携の推進 
●地域資源の圏域内流通の促進 
●後継人材の育成・確保 

 

●戦略的な観光振興  
●圏域の魅力を生かした広域観光等の推進 
●インバウンド観光の推進 
●着地型観光の推進 

●高度な医療サービスの提供  
●高度医療・救急医療体制等の確保 
●医師の確保・看護職員等の養成・確保 

 

●広域的な都市基盤の整備  

●公共交通網の維持・確保 
●公共施設の広域的な管理・運用等 
●中心市街地の活性化等 
●首都機能のバックアップ体制整備 

 

●次世代の人材育成に向けた高等教育の充実  
●高度で専門的な技術支援に向けた環境整備 
●知の拠点を活用した人材育成・情報発信 

●地域医療の充実
●高齢者や障がい者等の福祉の充実

 
●地域医療の充実 
●地域包括ケアシステムの充実 
●障がいのある人が生き生きと暮らせる環境整備 

●健康づくりの推進  ●健康づくりの推進 

●子育て支援の充実  
●小児救急医療体制の構築 
●子どもを生み育てやすい環境づくりの推進 

 

●災害に対する安心・安全の確保  
●地域防災を担う専門人材の育成・充実 
●災害時の対応力強化 

●環境に配慮した循環型社会の構築  
●廃棄物の広域処理 
●再生可能エネルギーの地産地消 
●災害廃棄物処理体制の強化 

●行政サービスの向上  
●システムの共通化等による行政サービスの向上 
●職員の知見・技術等の共有・向上 

 

●定住人口や関係人口等の増加に向けた取組の推進
●農林水産物を活用した地域活性化
●公共交通体系やデマンド交通の検討
●大学を活用した地域活性化

 

●定住人口等の増加に向けた情報発信・環境整備 
●道の駅等を活用した地域活性化 
●デマンド交通等の移動手段の充実 
●大学との連携による地域振興 

●歴史・文化・教育・スポーツの振興  
●歴史・文化・教育の振興 
●誰もがスポーツを楽しめる機会の創出 

 

●人材の育成と人材ネットワークの構築  ●圏域全体をマネジメントできる人材の育成 

方向性】
先端技術の
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】】 【方向性

先先先先端端端端端端端端端端端端技技技技技技技技技技技技術術術術術術術術術術術術術術術術術術術術技先端 術術術術術端端端端技技技技技端 ののののののののののののののののの術術術術術術ののののののののの活活活活活活活活活活活活活活活活活活活活用用用用用用用用用用用ののののの

第４章 将来像の実現に向けた具体的取組

１ 施策体系

第 章 将来像の実現に向けた具体的取組

【将来像】 

豊
か
さ
が
実
感
で
き
、
い
つ
ま
で
も
住
み
続
け
た
い
備
後
圏
域

【分野】 【基本施策】

産業
●圏域を支える産業の

活力向上

農林水産業 ●第一次産業の活性化

観光 ●戦略的な観光振興

高度医療 ●高度医療の充実・強化

都市基盤 ●広域的な都市基盤の整備

高等教育 ●高等教育機能の充実・強化

医療・福祉・介護サービス

●医療・福祉・介護サービス等

の充実健康づくり

出産・子育て

安心・安全

●暮らしを支える

ネットワークの構築
環境・エネルギー

行政サービス

地域振興
●地域資源を活用した

圏域の魅力づくり

歴史・文化・教育・スポーツ

圏域マネジメント
●圏域マネジメント能力

の強化

【視点】

経
済

都
市
機
能

住
民
サ
ー
ビ
ス



第４章 将来像の実現に向けた具体的取組

２ 具体的取組の概要

（１）「経済」圏域全体の経済成長のけん引

ア 圏域を支える産業の活力向上

具体的取組 成長戦略のフォローアップ 連携市町 全市町

取組概要 成長戦略の進行管理や「びんご圏域活性化戦略会議」の運営，事業の評価・
見直し等を行う。

予算額
年度 2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 備考

千円 3,900

役割分担
費用分担

福山市
成長戦略の進行管理等のため，関係会議の運営や各種データの分析，資料
の作成，事業の評価・見直し等に取り組む。
事業実施に必要な費用を負担する。

連携市町 関係会議への参加や資料の作成等に協力するとともに，事業の評価・見直
し等に協力して取り組む。

KPI
（重要業績評価指標）

項目 基準値 目標値

KPI 達成率 40％
（2018 年度）

100％
（2024 年度）

具体的取組 圏域の産業に関する調査・分析 連携市町 全市町

取組概要 圏域の産業分析等を行い，その結果を産業振興の仕組みづくりに活用す
る。

予算額
年度 2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 備考

千円 0

役割分担
費用分担

福山市
圏域の産業分析等に取り組むとともに，より効果的な活用に向け，研修等
を実施する。
事業実施や分析等に係る費用を負担する。

連携市町 分析等に協力して取り組む。

KPI
（重要業績評価指標）

項目 基準値 目標値

― ― ―
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２ 具体的取組の概要

（１）「経済」圏域全体の経済成長のけん引

ア 圏域を支える産業の活力向上

具体的取組 成長戦略のフォローアップ 連携市町 全市町

取組概要 成長戦略の進行管理や「びんご圏域活性化戦略会議」の運営，事業の評価・
見直し等を行う。

予算額
年度 2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 備考

千円 3,900

役割分担
費用分担

福山市
成長戦略の進行管理等のため，関係会議の運営や各種データの分析，資料
の作成，事業の評価・見直し等に取り組む。
事業実施に必要な費用を負担する。

連携市町 関係会議への参加や資料の作成等に協力するとともに，事業の評価・見直
し等に協力して取り組む。

KPI
（重要業績評価指標）

項目 基準値 目標値

KPI 達成率 40％
（2018 年度）

100％
（2024 年度）

具体的取組 圏域の産業に関する調査・分析 連携市町 全市町

取組概要 圏域の産業分析等を行い，その結果を産業振興の仕組みづくりに活用す
る。

予算額
年度 2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 備考

千円 0

役割分担
費用分担

福山市
圏域の産業分析等に取り組むとともに，より効果的な活用に向け，研修等
を実施する。
事業実施や分析等に係る費用を負担する。

連携市町 分析等に協力して取り組む。

KPI
（重要業績評価指標）

項目 基準値 目標値

― ― ―
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具体的取組 産業支援拠点機能の充実 連携市町 全市町

取組概要 産学金官民が連携し，企業の経営革新や技術革新，人材育成など，圏域の
産業振興に必要な拠点機能の充実に取り組む。

予算額
年度 2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 備考

千円 63,319

役割分担
費用分担

福山市 拠点機能の充実に向けた具体的な事業の企画や実施に取り組む。
事業実施に必要な費用を負担する。

連携市町 事業の企画等に協力するとともに，事業実施に協力して取り組む。
必要に応じて，事業実施に係る費用を負担する。

KPI
（重要業績評価指標）

項目 基準値 目標値

域内総生産 32,425 億円
（2016 年度）

34,600 億円
（2024 年度）

具体的取組 地域の産業集積による競争力向上 連携市町 全市町

取組概要 圏域に集積するものづくり技術や地域資源等の情報発信や製品開発，販路
開拓等を支援する。

予算額
年度 2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 備考

千円 47,172

役割分担
費用分担

福山市 情報発信や製品開発，販路開拓等の支援に取り組む。
事業実施に必要な費用を負担する。

連携市町 情報発信や製品開発，販路開拓等の支援に協力して取り組む。

KPI
（重要業績評価指標）

項目 基準値 目標値

域内総生産 32,425 億円
（2016 年度）

34,600 億円
（2024 年度）

具体的取組 中小企業事業者のイノベーション等の推進 連携市町 全市町

取組概要
中小企業事業者等を対象にした異分野・異業種の研修会を開催するととも
に，中小企業の経営改善や大学等とのマッチング等を進めるコーディネー
ターの育成や活動支援等に取り組む。

予算額
年度 2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 備考

千円 1,000

役割分担
費用分担

福山市
研修会やマッチングを目的としたイベント等の実施，コーディネーターの
育成や活動支援，全体調整等に取り組む。
事業実施に必要な費用を負担する。

連携市町
研修会やイベント等に参加するとともに，コーディネーターの活動支援を
始め，その他の事業実施に協力して取り組む。
必要に応じて，事業実施に係る費用を負担する。

KPI
（重要業績評価指標）

項目 基準値 目標値

域内総生産 32,425 億円
（2016 年度）

34,600 億円
（2024 年度）
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具体的取組 創業支援 連携市町 全市町

取組概要 産学金官民が連携し，創業しやすい環境整備に取り組む。

予算額
年度 2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 備考

千円 6,000

役割分担
費用分担

福山市 創業しやすい環境整備や各種セミナー，啓発講座等の実施に取り組む。
事業実施に必要な費用を負担する。

連携市町 会議や研修会に参加するとともに，事業実施に協力して取り組む。
必要に応じて，事業実施に係る費用を負担する。

KPI
（重要業績評価指標）

項目 基準値 目標値

域内総生産 32,425 億円
（2016 年度）

34,600 億円
（2024 年度）

具体的取組 雇用対策 連携市町 全市町

取組概要 圏域の市町が連携し，若者や女性，高齢者，障がい者，外国人の就労支援
など，雇用の促進に取り組む。

予算額
年度 2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 備考

千円 22,489

役割分担
費用分担

福山市

福山市東京事務所を活用し，UIJ ターンの推進など，圏域における就労支
援に取り組む。また，産学金官民で連携し，インターンシップなど，効果
的な就労支援策の調査・研究等を実施する。
事業実施や研究等に係る費用を負担する。

連携市町
福山市東京事務所を活用し，就職情報を発信するとともに，就労支援策の
調査・研究など，事業実施に協力して取り組む。
必要に応じて，事業実施や研究等に係る費用を負担する。

KPI
（重要業績評価指標）

項目 基準値 目標値
圏域内大学の学生の

圏域内就職率
31.7％

（2018 年度）
35.0％

（2024 年度）
第二次・第三次産業の
従業者数（公務を除く。）

375,617 人
（2016 年）

389,400 人
（2024 年）
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具体的取組 創業支援 連携市町 全市町

取組概要 産学金官民が連携し，創業しやすい環境整備に取り組む。

予算額
年度 2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 備考

千円 6,000

役割分担
費用分担

福山市 創業しやすい環境整備や各種セミナー，啓発講座等の実施に取り組む。
事業実施に必要な費用を負担する。

連携市町 会議や研修会に参加するとともに，事業実施に協力して取り組む。
必要に応じて，事業実施に係る費用を負担する。

KPI
（重要業績評価指標）

項目 基準値 目標値

域内総生産 32,425 億円
（2016 年度）

34,600 億円
（2024 年度）

具体的取組 雇用対策 連携市町 全市町

取組概要 圏域の市町が連携し，若者や女性，高齢者，障がい者，外国人の就労支援
など，雇用の促進に取り組む。

予算額
年度 2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 備考

千円 22,489

役割分担
費用分担

福山市

福山市東京事務所を活用し，UIJ ターンの推進など，圏域における就労支
援に取り組む。また，産学金官民で連携し，インターンシップなど，効果
的な就労支援策の調査・研究等を実施する。
事業実施や研究等に係る費用を負担する。

連携市町
福山市東京事務所を活用し，就職情報を発信するとともに，就労支援策の
調査・研究など，事業実施に協力して取り組む。
必要に応じて，事業実施や研究等に係る費用を負担する。

KPI
（重要業績評価指標）

項目 基準値 目標値
圏域内大学の学生の

圏域内就職率
31.7％

（2018 年度）
35.0％

（2024 年度）
第二次・第三次産業の
従業者数（公務を除く。）

375,617 人
（2016 年）

389,400 人
（2024 年）
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イ 第一次産業の活性化

具体的取組 ６次産業化の推進 連携市町 全市町

取組概要 圏域の地域資源を活用した農林水産業の新たな付加価値の創出を図る６
次産業化を推進し，雇用の創出や地域経済の活性化に取り組む。

予算額
年度 2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 備考

千円 9,112

役割分担
費用分担

福山市

売れる地域資源を見付けて地域ブランドへと磨き上げることができる人
材を活用し，市場調査等の実施や新商品の開発支援など，６次産業化の推
進体制の構築に取り組む。
事業実施や調査等に係る費用を負担する。

連携市町 調査等に参加するとともに，体制構築等の事業実施に協力して取り組む。
必要に応じて，事業実施や調査等に係る費用を負担する。

KPI
（重要業績評価指標）

項目 基準値 目標値

農林水産業の就業者数 15,961 人
（2015 年）

15,700 人
（2020 年）
15,300 人

（2025 年）

具体的取組 第一次産業振興のための環境整備 連携市町 全市町

取組概要 第一次産業の担い手確保や生産基盤の整備等に取り組むとともに，地域間
連携・異業種間連携による瀬戸内の地魚の地域ブランド化等を推進する。

予算額
年度 2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 備考

千円 1,144

役割分担
費用分担

福山市
圏域内流通の促進や市場調査等の実施，生産者への経営的視点の導入支援
等に取り組む。
事業実施や調査等に係る費用を負担する。

連携市町
圏域内流通の仕組みづくりや調査等に参加するとともに，事業実施に協力
して取り組む。
必要に応じて，事業実施や調査等に係る費用を負担する。

KPI
（重要業績評価指標）

項目 基準値 目標値

農林水産業の就業者数 15,961 人
（2015 年）

15,700 人
（2020 年）
15,300 人

（2025 年）
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ウ 戦略的な観光振興

具体的取組 戦略的な観光振興 連携市町 全市町

取組概要 圏域の観光資源を結び付けることで，圏域の魅力に磨きを掛け，多くの観
光客を引き付ける取組を推進する。

予算額
年度 2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 備考

千円 12,300

役割分担
費用分担

福山市
圏域の地域資源を整理し，広域観光ルートの研究や設定，観光客の受入体
制の整備，効果的なプロモーション等に取り組む。
事業実施や研究等に係る費用を負担する。

連携市町
各地域の地域資源を整理し，広域観光ルートの研究・設定やプロモーショ
ン，観光客の受入体制の整備等の事業実施に協力して取り組む。
必要に応じて，事業実施や研究等に係る費用を負担する。

KPI
（重要業績評価指標）

項目 基準値 目標値

総観光客数 23,023 千人
（2018 年）

26,600 千人
（2024 年）
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ウ 戦略的な観光振興

具体的取組 戦略的な観光振興 連携市町 全市町

取組概要 圏域の観光資源を結び付けることで，圏域の魅力に磨きを掛け，多くの観
光客を引き付ける取組を推進する。

予算額
年度 2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 備考

千円 12,300

役割分担
費用分担

福山市
圏域の地域資源を整理し，広域観光ルートの研究や設定，観光客の受入体
制の整備，効果的なプロモーション等に取り組む。
事業実施や研究等に係る費用を負担する。

連携市町
各地域の地域資源を整理し，広域観光ルートの研究・設定やプロモーショ
ン，観光客の受入体制の整備等の事業実施に協力して取り組む。
必要に応じて，事業実施や研究等に係る費用を負担する。

KPI
（重要業績評価指標）

項目 基準値 目標値

総観光客数 23,023 千人
（2018 年）

26,600 千人
（2024 年）
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（２）「都市機能」高次の都市機能の集積・強化

ア 高度医療の充実・強化

具体的取組 高度な医療サービスの提供 連携市町 全市町

取組概要 安定した医療提供体制を確保するため，医療連携の促進や圏域全体の医療
の質の向上に取り組む。

予算額
年度 2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 備考

千円 385,627

役割分担
費用分担

福山市

福山市民病院の救命救急センターやがん医療など，高度医療の提供体制の
充実に努める。また，圏域の公立病院等の医療機関との連携強化を図ると
ともに，大学等と連携した医師・看護職員等の確保や教育・研修の充実等
に取り組む。
事業実施に必要な費用を負担する。

連携市町

安定した医療提供体制の確保や医療連携，医師・看護職員等の確保や教育・
研修の充実等に協力して取り組む。
医師・看護職員等の確保や教育・研修の充実等に係る取組について，必要
に応じて費用を負担する。

KPI
（重要業績評価指標）

項目 基準値 目標値
圏域内看護師等学校・
養成所の卒業者の
圏域内就職率

63.8％
（2018 年度）

65.0％
（2024 年度）

イ 広域的な都市基盤の整備

具体的取組 広域的な都市基盤の整備 連携市町 全市町

取組概要
圏域の将来の発展を見据え，公共交通網の整備や中心市街地の活性化な
ど，住民の利便性の向上や企業の拠点強化につながる都市基盤の整備に取
り組む。

予算額
年度 2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 備考

千円 313,431

役割分担
費用分担

福山市
都市機能等の立地に関する計画の策定や広域的な公共交通網の整備，公共
施設の在り方の調査・研究等に取り組むとともに，広域的な調整を行う。
事業実施や研究等に係る費用を負担する。

連携市町 調査・研究等に参加するとともに，事業実施に協力して取り組む。
必要に応じて，事業実施や研究等に係る費用を負担する。

KPI
（重要業績評価指標）

項目 基準値 目標値
鉄道，路線バス等，
航路の利用者数

21,447 千人
（2015 年度）

21,500 千人
（2021 年度）
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ウ 高等教育機能の充実・強化

具体的取組 次世代の人材育成に向けた高等教育の充実 連携市町 全市町

取組概要 大学や研究機関，企業等と連携し，圏域のシンクタンク機能を高めること
で，幅広い分野で圏域の発展を支える人材の育成に取り組む。

予算額
年度 2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 備考

千円 80

役割分担
費用分担

福山市

大学間連携や高大連携，産学金官民連携など，多様な主体との連携を通じ
て，調査・研究等の実施や研修会，セミナー等を開催し，地域社会や企業
のニーズに応える人材の育成に取り組む。
事業実施や研究等に係る費用を負担する。

連携市町 調査・研究等に参加するとともに，事業実施に協力して取り組む。

KPI
（重要業績評価指標）

項目 基準値 目標値
圏域内大学の学生の

圏域内就職率
31.7％

（2018 年度）
35.0％

（2024 年度）
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ウ 高等教育機能の充実・強化

具体的取組 次世代の人材育成に向けた高等教育の充実 連携市町 全市町

取組概要 大学や研究機関，企業等と連携し，圏域のシンクタンク機能を高めること
で，幅広い分野で圏域の発展を支える人材の育成に取り組む。

予算額
年度 2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 備考

千円 80

役割分担
費用分担

福山市

大学間連携や高大連携，産学金官民連携など，多様な主体との連携を通じ
て，調査・研究等の実施や研修会，セミナー等を開催し，地域社会や企業
のニーズに応える人材の育成に取り組む。
事業実施や研究等に係る費用を負担する。

連携市町 調査・研究等に参加するとともに，事業実施に協力して取り組む。

KPI
（重要業績評価指標）

項目 基準値 目標値
圏域内大学の学生の

圏域内就職率
31.7％

（2018 年度）
35.0％

（2024 年度）
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（３）「住民サービス」圏域全体の生活関連機能サービスの向上

ア 医療・福祉・介護サービス等の充実

具体的取組 地域医療の充実 連携市町 全市町

取組概要 地域医療の充実を図るため，各医療機関のネットワークの強化や機能に応
じた役割分担，救急医療体制等の連携強化を促進する。

予算額
年度 2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 備考

千円 105,203

役割分担
費用分担

福山市

救急医療体制の充実や福山市民病院の医師による公立病院等への診療支
援等に取り組む。また，県や関係機関と連携して医療機関相互のネットワ
ークの強化等を促進するとともに，大学等と連携した医師・看護職員等の
確保や教育・研修の充実等に取り組む。
事業実施に必要な費用を負担する。

連携市町

救急医療体制の充実や医療機関相互のネットワークの強化等に協力して
取り組む。
医師・看護職員等の確保や教育・研修の充実等に係る取組について，必要
に応じて費用を負担する。

KPI
（重要業績評価指標）

項目 基準値 目標値

医師数 1,746 人
（2018 年）

1,880 人
（2024 年）

医療従事者数
（福山・府中二次保健医療圏，
尾三二次保健医療圏のみ）

19,188 人
（常勤換算）
（2017 年）

20,700 人
（常勤換算）
（2023 年）

具体的取組 高齢者や障がい者等の福祉の充実 連携市町 全市町

取組概要 高齢者や障がい者等が，いつまでも住み慣れた地域で生き生きと暮らすこ
とができる環境整備を推進する。

予算額
年度 2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 備考

千円 7,177

役割分担
費用分担

福山市

医療と介護等の連携強化に向けた関係者会議，研修会，情報交換会等の開
催や専門性の高い相談支援体制・質の高いサービスの提供に向けた環境整
備等に取り組む。
事業実施に必要な費用を負担する。

連携市町
関係者会議，研修会，情報交換会等への参加・開催支援や認知症高齢者等
への支援に協力して取り組む。
必要に応じて，事業実施に係る費用を負担する。

KPI
（重要業績評価指標）

項目 基準値 目標値
介護を必要としている

高齢者の割合
20.5％

（2017 年度末）
21.7％以下

（2024 年度末）
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具体的取組 健康づくりの推進 連携市町 全市町

取組概要 健康寿命の延伸や広域的な健康づくり等に取り組む。

予算額
年度 2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 備考

千円 2,138

役割分担
費用分担

福山市
健康寿命の延伸に向けた調査・研究等の実施や関係者会議，研修会等の開
催など，広域的な健康づくり等の推進に取り組む。
事業実施や研究等に係る費用を負担する。

連携市町
調査・研究や関係者会議，研修会等に参加するとともに，事業実施に協力
して取り組む。
必要に応じて，事業実施や研究等に係る費用を負担する。

KPI
（重要業績評価指標）

項目 基準値 目標値
運動推進ボランティア，

食育推進ボランティアの総数
2,980 人

（2018 年度）
3,080 人

（2024 年度）

具体的取組 子育て支援の充実 連携市町 全市町

取組概要 産前産後の母子や発達に課題のある子どもへの支援など，圏域における子
育て支援サービスの向上に向けた環境整備を進める。

予算額
年度 2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 備考

千円 11,809

役割分担
費用分担

福山市

こども発達支援センターの共同運営や関係者会議等の開催，各種支援制度
の充実に向けた研究に取り組む。
こども発達支援センターの運営に係る費用については，地方自治法第 252
条の 14 の規定に基づく規約の定めるところによるものとする。その他事
業実施や研究等に係る費用を負担する。

連携市町

こども発達支援センターの共同運営やその他の取組の周知・利用促進な
ど，各種事業の企画や実施に協力して取り組む。
こども発達支援センターの運営に係る費用については，地方自治法第 252
条の 14 の規定に基づく規約の定めるところによるものとする。その他の
事業実施や研究等については，必要に応じて費用を負担する。

KPI
（重要業績評価指標）

項目 基準値 目標値

合計特殊出生率 1.65
（2013 年～2017 年）

1.78
（2020 年～2024 年）
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具体的取組 健康づくりの推進 連携市町 全市町

取組概要 健康寿命の延伸や広域的な健康づくり等に取り組む。

予算額
年度 2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 備考

千円 2,138

役割分担
費用分担

福山市
健康寿命の延伸に向けた調査・研究等の実施や関係者会議，研修会等の開
催など，広域的な健康づくり等の推進に取り組む。
事業実施や研究等に係る費用を負担する。

連携市町
調査・研究や関係者会議，研修会等に参加するとともに，事業実施に協力
して取り組む。
必要に応じて，事業実施や研究等に係る費用を負担する。

KPI
（重要業績評価指標）

項目 基準値 目標値
運動推進ボランティア，

食育推進ボランティアの総数
2,980 人

（2018 年度）
3,080 人

（2024 年度）

具体的取組 子育て支援の充実 連携市町 全市町

取組概要 産前産後の母子や発達に課題のある子どもへの支援など，圏域における子
育て支援サービスの向上に向けた環境整備を進める。

予算額
年度 2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 備考

千円 11,809

役割分担
費用分担

福山市

こども発達支援センターの共同運営や関係者会議等の開催，各種支援制度
の充実に向けた研究に取り組む。
こども発達支援センターの運営に係る費用については，地方自治法第 252
条の 14 の規定に基づく規約の定めるところによるものとする。その他事
業実施や研究等に係る費用を負担する。

連携市町

こども発達支援センターの共同運営やその他の取組の周知・利用促進な
ど，各種事業の企画や実施に協力して取り組む。
こども発達支援センターの運営に係る費用については，地方自治法第 252
条の 14 の規定に基づく規約の定めるところによるものとする。その他の
事業実施や研究等については，必要に応じて費用を負担する。

KPI
（重要業績評価指標）

項目 基準値 目標値

合計特殊出生率 1.65
（2013 年～2017 年）

1.78
（2020 年～2024 年）
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イ 暮らしを支えるネットワークの構築

具体的取組 災害に対する安心・安全の確保 連携市町 全市町

取組概要 圏域における「災害時の相互応援に関する協定書」に基づき，広域的な連
携による復旧支援など，住民の安心・安全の確保に取り組む。

予算額
年度 2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 備考

千円 28,952

役割分担
費用分担

福山市
圏域における防災体制の充実を図るため，連携強化に向けた事業実施に取
り組む。
事業実施に必要な費用を負担する。

連携市町 連携強化に向けた事業実施に協力して取り組む。
必要に応じて，事業実施に係る費用を負担する。

KPI
（重要業績評価指標）

項目 基準値 目標値

防災士資格の取得者数 254人
（2018 年度）

750人
（2024 年度）

具体的取組 環境に配慮した循環型社会の構築 連携市町 全市町

取組概要 環境への負荷が少ない低炭素・循環型社会を構築するための広域的な取組
など，地球に優しい環境づくりを推進する。

予算額
年度 2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 備考

千円 439,395

役割分担
費用分担

福山市

廃棄物の広域的処理の検討や再生可能エネルギーの活用等に関する会議
の開催，地球に優しい環境づくりに資する取組等の周知・啓発等に取り組
む。
事業実施に必要な費用を負担する。

連携市町 会議に参加するとともに，事業実施に協力して取り組む。
必要に応じて，事業実施に係る費用を負担する。

KPI
（重要業績評価指標）

項目 基準値 目標値

ごみ排出量 280,977 トン
（2018 年度）

268,700 トン
（2024 年度）
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具体的取組 行政サービスの向上 連携市町 全市町

取組概要
共同利用可能な情報システムの整備に向けた調査・研究等を行うととも
に，地域課題の解決や新たな価値の創出に資する情報を公開するための仕
組みづくりに取り組む。

予算額
年度 2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 備考

千円 26,715

役割分担
費用分担

福山市
共同利用可能な情報システムの整備や地域課題の解決等のための仕組み
づくりに向け，会議の開催や調査・研究等に取り組む。
事業実施や研究等に係る費用を負担する。

連携市町 会議に参加するとともに，調査・研究等に協力して取り組む。
必要に応じて，事業実施や研究等に係る費用を負担する。

KPI
（重要業績評価指標）

項目 基準値 目標値
連携して実施する
行政サービス数

２事業
（2018 年度）

５事業
（2024 年度）

ウ 地域資源を活用した圏域の魅力づくり

具体的取組 定住人口や関係人口等の増加に向けた取組の推進 連携市町 全市町

取組概要

圏域外からの住民の移住を促進するため，UIJ ターンの希望者に対する PR
活動を始め，学生を対象としたインターンシップの実施等に取り組む。ま
た，関係人口や交流人口等の増加に向け，効果的な情報発信や環境整備等
に取り組む。

予算額
年度 2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 備考

千円 10,246

役割分担
費用分担

福山市

大都市圏での定住フェア等の開催や空き家の実態調査を始め，広域的な空
き家バンク制度の検討等に取り組む。また，首都圏等からの関係人口の圏
域内での活用を検討する。
事業実施や調査等に係る費用を負担する。

連携市町 調査等に参加するとともに，事業実施に協力して取り組む。
必要に応じて，事業実施や調査等に係る費用を負担する。

KPI
（重要業績評価指標）

項目 基準値 目標値

社会増減数 △ 1,072 人
（2018 年）

△ 800 人
（2024 年）
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具体的取組 行政サービスの向上 連携市町 全市町

取組概要
共同利用可能な情報システムの整備に向けた調査・研究等を行うととも
に，地域課題の解決や新たな価値の創出に資する情報を公開するための仕
組みづくりに取り組む。

予算額
年度 2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 備考

千円 26,715

役割分担
費用分担

福山市
共同利用可能な情報システムの整備や地域課題の解決等のための仕組み
づくりに向け，会議の開催や調査・研究等に取り組む。
事業実施や研究等に係る費用を負担する。

連携市町 会議に参加するとともに，調査・研究等に協力して取り組む。
必要に応じて，事業実施や研究等に係る費用を負担する。

KPI
（重要業績評価指標）

項目 基準値 目標値
連携して実施する
行政サービス数

２事業
（2018 年度）

５事業
（2024 年度）

ウ 地域資源を活用した圏域の魅力づくり

具体的取組 定住人口や関係人口等の増加に向けた取組の推進 連携市町 全市町

取組概要

圏域外からの住民の移住を促進するため，UIJ ターンの希望者に対する PR
活動を始め，学生を対象としたインターンシップの実施等に取り組む。ま
た，関係人口や交流人口等の増加に向け，効果的な情報発信や環境整備等
に取り組む。

予算額
年度 2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 備考

千円 10,246

役割分担
費用分担

福山市

大都市圏での定住フェア等の開催や空き家の実態調査を始め，広域的な空
き家バンク制度の検討等に取り組む。また，首都圏等からの関係人口の圏
域内での活用を検討する。
事業実施や調査等に係る費用を負担する。

連携市町 調査等に参加するとともに，事業実施に協力して取り組む。
必要に応じて，事業実施や調査等に係る費用を負担する。

KPI
（重要業績評価指標）

項目 基準値 目標値

社会増減数 △ 1,072 人
（2018 年）

△ 800 人
（2024 年）
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具体的取組 農林水産物を活用した地域活性化 連携市町 全市町

取組概要 圏域の農林水産物の地産地消等の推進や道の駅等を活用した地域活性化
に取り組む。

予算額
年度 2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 備考

千円 17,057

役割分担
費用分担

福山市
圏域の農林水産物の供給・流通の仕組みづくりや特産品開発，道の駅等の
ネットワーク化など，地域活性化につながる事業に取り組む。
事業実施に必要な費用を負担する。

連携市町
地元産品の活用についての検討その他の地域活性化につながる事業実施
に協力して取り組む。
必要に応じて，事業実施に係る費用を負担する。

KPI
（重要業績評価指標）

項目 基準値 目標値

イベント等の来場者数 4,273 千人
（2018 年度）

4,350 千人
（2024 年度）

具体的取組 公共交通体系やデマンド交通の検討 連携市町 全市町

取組概要 住民の移動手段を確保するため，圏域における公共交通体系や圏域の市町
のデマンド交通の在り方の研究に取り組む。

予算額
年度 2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 備考

千円 1,961

役割分担
費用分担

福山市
圏域における公共交通体系や圏域の市町のデマンド交通の在り方の研究
に必要な会議等を運営し，圏域の市町のデマンド交通との調整を行う。
事業実施や研究等に係る費用を負担する。

連携市町 会議等に参加するとともに，調査・研究に協力して取り組む。
必要に応じて，事業実施や研究等に係る費用を負担する。

KPI
（重要業績評価指標）

項目 基準値 目標値
鉄道，路線バス等，
航路の利用者数

21,447 千人
（2015 年度）

21,500 千人
（2021 年度）



第４章 将来像の実現に向けた具体的取組

具体的取組 大学を活用した地域活性化 連携市町 全市町

取組概要 圏域の大学等と協力し，地域課題の解決やにぎわいの創出に向けた事業に
ついて研究を行う。

予算額
年度 2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 備考
千円 ―

役割分担
費用分担

福山市
住民と大学との協働による地域課題の解決や大学等による地域活性化に
つながる取組について支援する。
事業実施に必要な費用を負担する。

連携市町
大学等と連携した地域課題の解決や地域活性化につながる取組について
協力する。
必要に応じて，事業実施に係る費用を負担する。

KPI
（重要業績評価指標）

項目 基準値 目標値
圏域内大学の学生の

圏域内就職率
31.7％

（2018 年度）
35.0％

（2024 年度）

具体的取組 歴史・文化・教育・スポーツの振興 連携市町 全市町

取組概要 地域の歴史・文化を知る機会や教育の充実，スポーツを通じた地域活性化
を推進する。

予算額
年度 2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 備考
千円 20,970

役割分担
費用分担

福山市
地域の歴史・文化を知る機会や教育の充実，スポーツを楽しめる機会の創
出等に取り組む。
事業実施に必要な費用を負担する。

連携市町 事業実施に協力して取り組む。
必要に応じて，事業実施に係る費用を負担する。

KPI
（重要業績評価指標）

項目 基準値 目標値

累計事業数 1事業
（2018 年度）

7事業
（2024 年度）

エ 圏域マネジメント能力の強化

具体的取組 人材の育成と人材ネットワークの構築 連携市町 全市町

取組概要
生涯学習等を通じて，地域課題の解決や魅力発信につながる人づくり・地
域づくりを推進する。また，職員の知見や能力の向上のため，研修会の開
催や交流を行う。

予算額
年度 2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 備考
千円 9,785

役割分担
費用分担

福山市 人づくり・地域づくりに関する会議や研修会の開催等に取り組む。
事業実施に必要な費用を負担する。

連携市町 会議や研修会等に参加するとともに，事業実施に協力して取り組む。
必要に応じて，事業実施に係る費用を負担する。

KPI
（重要業績評価指標）

項目 基準値 目標値

職員合同研修の件数 1件
（2018 年度）

3件
（2024 年度）
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